
年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 22

施　 策 生涯学習施設の整備
1

26 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

―

―

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

生涯学習センター整備事業

6 平成

企画費

企画調整に要する経費

対　　　象
（誰のために）

市民

一般会計

543

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

企画振興部　政策企画課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5612

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

企画調整事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
玉井　郁生

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

　安芸高田市における主要な生涯学習施設としては、合併後の
平成19年度に整備された安芸高田市民文化センターがあり、
本市における生涯学習の拠点として位置づけられている。その
ほかに旧町単位で様々な生涯学習施設が整備されている。
　向原町においては、収容定員250人の施設が2施設あるが、
他地域と比較して、ホールの収容定員が少ない上、整備水準が
低いことや老朽化が進んでいることから、市民から改善を求め
る強い要望が根強くあった。
　これらのことから、新市建設計画に基づき、向原町での生涯
学習の活動拠点を整備するため、平成22年度に生涯学習セン
ター等基本構想を策定し、その構想に基づき、平成23年度は
基本・実施設計業務を執行した。その基本設計については、学

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

5,965

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

734,508

○

合計

―

―

―

○

○

○

×

734,508

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 134,108

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

　安芸高田市の新市建設計画に基づき、向原地区の生涯学習に関する活動拠点を確保する。また、将来的なランニングコス
ト及び類似施設の維持管理コストの削減のため、既存施設の廃止及び統合に関する見直しを行うことにより効率的運営を図
る。
　平成2４年度は、生涯学習センターの建築工事に着手するとともに、併せて周辺環境の整備を行う。

　平成24年度は、向原町生涯学習センター建築工事に着手する。
　また、関連する工事として、市道尾原中央線改良工事、向原保育所（仮称）敷地造成工事を執行する。

財源（千円）
直接

事業費
国県補助金等302,961

734,508一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 134,108134,108 一般財源等 308,926

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

308,926

　建築工事の入札が不調となり、落札決定が遅れた。そのた
め、契約及び工事着手に日数を要し、平成25年度への繰越事
業となった。

　施設建設は市有地を最大限活用し、現有施設の再利用に取り
組んだ。また、老朽した施設の統合等により、運営費の効率化
を図ることとした。

基本・実施設計業務を執行した。その基本設計については、学
識経験者及び市民の参画のもと検討委員会を設置し、施設の整
備方針、機能や立地について議論し、市民の意見反映を行っ
た。
　

×

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

―

734,508

生涯学習センターの完成を目標と
することから、当該年度事業費/
総事業費を指標とする。

当該年度完了事業費/生涯学習セ
ンターの事業費

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

％

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

734,508

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

100.00

人

千円

単位当たりコスト①

226.05% －

計画値

－

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

合計

178.00

24年度

11.44

21,465,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

25.86
生涯学習センター建設

－

実績値

計画値

－

830,046.40

合計

人

指　標　名　等

134,108

必要人員

134,108

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

72.00

308,926

11.00

－

0.70

308,926

　周辺市民を対象に説明会を開催し、情報提供に努め、施設周
辺市民の意見反映に取り組んだ。

―

17.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

山平　　修

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

543 企画振興部 政策企画課（生涯学習センター整備事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 社会教育施設の活用
10

26 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

×

×

×

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

関係施設維持管理事業

4 平成

社会教育総務費

社会教育一般管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市民

一般会計

148

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

社会教育費

教育委員会事務局　生涯学習課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）2411

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

施設維持管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
吉川　正紀

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

各地域の生涯学習の拠点施設として、また、公民館全廃に向け
ての動きの中、コスト削減と効率性を考慮した施設の維持管
理・運営は重要である。

款 10

国や県と重複のない事務事業である

5

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

4,920 28,505

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

×

○

合計

×

×

×

○

×

○

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 42,029

人件費 4,797

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

市文化センター等の社会教育施設の適正管理を行い、機能の統廃合を進めるとともに、維持管理コストの削減を図り、市民
等による施設の利用利便性の向上を図り、施設利用の促進を図る。

市文化センター、公民館、地区集会所の維持管理・運営業務
地区集会所の廃止（地元譲渡を含む）、公民館の廃止、解体

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等72,460 261

4,202

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 4,92046,949 一般財源等 100,965

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

95,907

コストの削減を図りつつ、利用者の拡大を行うのが目的であ
る。維持管理コストの削減の方にウエイトが置かれ、利用者拡
大に向けてのアクションがスムースに取り図ることができてい
ない。

（仮称）向原生涯学習センター開館時に、市文化センターの設
置管理条例並びに施行規則を見直し問題点を整理する必要があ
る。将来的には指定管理者制度の導入を視野に入れ、現状で一
層のコストダウンと維持管理の簡略化を図るとともに、一層の
利用促進を図る必要がある。

×

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

×

合計

×

―

0

市民文化センター　　　　　　91,886人
八千代文化施設フォルテ　　　  4,779人
美土里生涯学習センターまなび  7,515人
高宮田園パラッツォ　　　　　18,699人
甲田文化センターミューズ　　15,132人
文化創造センター　　　　　　  2,173人

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

人

館

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

0.00 向原地区集会所８集会所廃止
並びに地元譲渡

年度

157,000.00

H26

人

千円

H2613.00

0.56

単位当たりコスト①

105.02% －

0.00

計画値

－

有
効
性

×

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

合計

812

24年度

147,464.00

97,218,000

－

5.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

154,874.00

所管地区集会所数
13.00

利用者数

－

実績値

計画値

46.15%

－

627.72

合計

人

指　標　名　等

4,920

必要人員

46,949

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

747,000

124,500.00

6.00

4.00

153,500.00

2.00 1.00 向原公民館　　14,690人

100,965

118,050.00

－

3.30

95,907 ない。

施設環境整備、及び音響・照明操作等のボランティア育成、並
びに他団体との協働の模索が必要

×

156,000.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

計画値

実績値
利用者数

指
標

単位

単位

－

－

155,500.00

計画値

実績値

－

0.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値
公民館施設数

対　前　年　比

館

計画値

コ ス ト

計画値

－

122,702.00 154,874.00

118,050.00 153,500.00

－

2.00

23年度 24年度

2.00

1.00

3,000,000

3,000,000.00

50.00%

1.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

向原公民館　　14,690人
甲田公民館の廃止

目標値
（目標年度）

年度

156,000.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

H26

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

全館から公衆電話機を撤去し、通信コストの削減を図った。
平成２４年度末で甲田公民館を廃止した。同館の利用者の多くを甲
田文化センターミューズ及び人権会館に受け入れた。
美土里旧北生公民館を解体した。

解決できていない課題

甲田公民館の解体
向原公民館の廃止・解体

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

松野　博志

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

148 教育委員会 生涯学習課（関係施設維持管理事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 10

国や県と重複のない事務事業である

5

チェック

　本施設において平素の生活環境とは異なる集団生活や様々な
体験を経験することにより、子どもの社会性や豊かな人間性を
育み、心身ともに健全な青少年の育成を図るためには必要な施
設である。
　なお、本施設は、平成１９年度に広島県から移譲され、平成
２０年度からリニューアルし運営している。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
積山　洋樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42)0054

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

少年自然の家管理運営

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

社会教育費

教育委員会事務局　生涯学習課担当部課

作成者氏名

149

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

青少年教育施設費

青少年教育施設の運営に要する経費

対　　　象
（誰のために）

　青少年教育施設として位置づけ、幼児・児童・生徒・市民及び団体

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

安芸高田少年自然の家維持管理事業

4 平成

○

○

○

×

○

×

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 20

施　 策 社会教育施設の活用
1

29 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

×

　年間回転率を上げる、又は、社会人等といった大人の利用促
進を図るなど、有効性、効率性について今後も検討が必要であ
る。
　平成23年度から行っている、学校教育の事業として市内小

施設の運営について、全国及び県内において、類似の施設が指
定管理者制度を取り入れ、民間の知識等によりコスト削減や市
民サービスの向上を図っている。
　本市の場合、一般管理・運営業務、食堂運営業務に分離し、
それぞれ違う事業所へ業務委託して運営している。将来的には
指定管理の導入も視野に入れる。
施設運営に関して市費負担が大きいことから今後の施設運営や
受益者負担額見直しの余地がある。

26,366

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

35,366一般財源等合計 22,74130,353 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×

7,612

19,810一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

　広島県から安芸高田市へ譲渡を受けた「安芸高田少年自然の家」で、自然・文化・歴史やスポーツなどを体験し平素の生
活環境とは異なる集団宿泊研修を通して、幼児・児童・生徒をたくましく育成し、市民のレクレーション及び地域振興活動
の場としてより一層活用する。

　平成２０年４月からリニューアルオープンした安芸高田少年自然の家の維持管理運営を一部委託により行っている。
　また、コストの削減及び市民サービスの向上を図るための指定管理者制度の導入について引き続き検討を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等31,961

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 29,277

人件費 9,000

×

28,160

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

×

○

○

○

○

合計

×

×

○

28,160 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた8,350

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

1,076 3,405

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

15,000.00

　平成23年度から行っている、学校教育の事業として市内小
学校５年生と中学校１年生を、当施設から３泊４日、登校する
事業を展開し、市内小中学校児童生徒の利用促進を図ってい
る。
委託業者との月1回のミーティングを行っており、行政サービ
スの維持・向上に寄与している。

－

0.40

26,36635,366

15,000.00

9,000.00

15,000.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

3,617.76

8,992.00

4.40

合計

人

指　標　名　等

22,741

必要人員

30,353

107.18%

－
年間延べ宿泊者数

8,000.00

年間延べ利用者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

15,344.00

30,353,000

合計

98.00

24年度

14,451.00

－

8,800.00

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

106.18% －

計画値

－

人

千円

H268,390.00

0.13

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

9,000.00 　１年間の延べ宿泊者数である。

年度

15,000.00

H26実績値

19,810

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

28,160

　１年間の延べ利用者数（宿泊者
数含む。）である。
　コストは、次指数と区分け不可
能なため、次指数に含むものとす
る。

目標年度に目標を達成できそうである

×

○

○

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

松野　博志

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・維持管理コストの削減。
・安定的維持管理・運営の確立
・前駐車場の再舗装化（駐車場での転倒事故防止）
・三角棟１階の空調等整備
・空調燃料用オイルタンク更新工事

解決できていない課題

・指定管理者制度の導入
・市内の利用拡大
・利用促進につながるソフト事業の実施
・冒険の国の安全対策事業

年度

年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

延べ宿泊者数（8,992人）÷開所日
数（321日）÷宿泊定員（152人）

20.00

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

17.20 18.43

30.00 18.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

18.50

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
年間回転率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ
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年 月 ～ 年 月 　学びの成果が市民生活や地域活動に生かされ、地域の活性化
や地域福祉の向上に寄与する学習活動を組織的に展開するため
には、社会教育を担当する職員の存在が不可欠である。
　担当職員、社会教育指導員、社会教育委員を対象とした体系
的な研修を計画的に実施し、職員の資質向上を図る。

○

○

備考欄（留意事項）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育委員会事務局　生涯学習課

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

―

チェック

１ 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

○

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

国や県と重複のない事務事業である

○

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている１

電話

社会教育費

市民のニーズを的確に把握している一般会計

５

川尻　真

款

事務事業名

実施期間

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

0826担当部課

133

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

１０

社会教育一般管理に要する経費

２

社会教育総務費

社会教育総務管理費

（42）0054
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

○

○

作成者氏名

対　　　象
（誰のために）

社会教育委員(18名）
社会教育を担当する教育委員会職員（H24：生涯学習課職員6名【文化・スポーツ振興室関係職員を除く】、文化セン
ター、公民館職員6名、社会教育指導員8名【美術館を除く】、　計20名）
社会教育関係団体及び社会教育施設を拠点として自主的な生涯学習活動を行なう団体

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

社会教育総務事業

4 平成

施　 策 生涯学習体制の確立

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項
3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 24

目
主要施策

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

○

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

広島県立生涯学習センターと連携し、研修内容についての助言
や研修講師の派遣を受け、効率的に研修を実施する。

安芸高田市教育振興基本計画、「みつや協育」プラン、「安芸
高田市社会教育振興計画」に基づき事業計画・実施している
初任者研修や社会教育指導員を対象とした研修については、概
ね計画どおり実施することができた。

○

受益者負担を検証している

○

―

○

○

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

合計 6,633 一般財源等 合計 一般財源等6,633 ○

3,2935,081

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

社会教育関係団体及び社会教育施設を拠点として自主的な生涯学習活動を行なう団体

コスト コスト（千円）

受益者負担

内　　　容

国県補助金等

22,741

24年度

7

コスト（千円）

23年度

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,552

人件費

効
率
性

当初予定した実施項目が達成できた

財源（千円） 財源（千円）

人件費 受益者負担

国県補助金等

コスト（千円）

23,407

人件費

○

○

○

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

事務事業の効果を適正に把握している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

合計

○

○

国県補助金等

23,407一般財源等22,734

19,448 直接事業費

受益者負担

23,407

社会教育委員の会議運営事業会議を開催し、社会教育に関し教育長を経て教育委員会に助言する（社会教育法第17条第1
項）
職務経験に対応した担当職員の研修を実施し、専門性の向上を図る
青少年や成人を対象とする組織的な教育活動を支援し、社会教育、生涯学習活動機会を維持する

会議を年間3回程度開催し、教育委員会に助言する内容について審議する
社会教育を担当する教育委員会職員の研修実施〔１．初任者研修　　２．上級者研修　　３．社会教育指導員研修　　４．広島
県社会教育研究大会、広島県公民館大会、広島県公民館職員研修、広島県・安芸高田市人権教育指導者養成研修への参加〕
対象団体(①市PTA連合会②市子ども会連合会）への補助金交付、「生涯学習自主活動支援事業」による登録団体の活動支援

財源（千円）

 直接事業費

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

○

ね計画どおり実施することができた。

関係職員を対象とした事業であり、市民参画の必要性はない。

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

3.00

0.40

3.00

23年度

1.001

実績値

時間外勤務手当

10.00

－

3.00

198.00

社会教育指導員研修開催回
数

社会教育委員会議回数

－

合計

指　標　名　等

必要人員

6,633

12.00

－

－

6

－

10.00

人

合計

98.00

24年度

3

3

6,633

千円 有
効
性

○

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

100.00% －

1.00

コ ス ト

計画値

実績値

今後の計画値
（計画年度）

年度

千円

人0.59

単位当たりコスト①

計画値

22,741

活
動
・
結
果
指

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

単位

回

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

人

千円 目標年度に目標を達成できそうである

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

―

―

―

合計

―

市民への情報提供を行っている

専門性をもった人材を活用できている

市
民
参
画

「社会教育委員の会議」開催回数

23,40722,734 23,407

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

広島県立生涯学習センターとの連
携により効率的に開催する

2カ年で分割履修

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

松野　博志

②
年度

年度

解決できていない課題

改善項目

1.00

課題解決のための改善内容及び予算への反映

１．社会教育振興計画の策定
２．社会教育指導員を対象とする計画的な研修の実施
３．安芸高田市子ども会連合会の自立

目標値
（目標年度）

年度

出席者÷委員総数

１．社会教育主事資格を持つ職員の計画的な養成
２．安芸高田市社会教育振興計画の見直し
３．社会教育委員定数の見直し
４．社会教育主事の継続的確保

完了した

縮小して継続する優先的に継続する 継続する

今年度までに実施した改善内容

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

①

100.00%

1.00

26

1

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

1

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

H23実績①19団体　②7団体

70.04

25年度
予算（大事業）名

26

23年度 24年度

26.00

26.00

－

－

26.00

－対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

団体 実績値

単位当たりコスト③

実績値
社会教育主事講習受講人数

1.00

実績値

100.00

68.50

100.00 100.00

計画値

指
標

補助金交付団体加盟団体数

実績値

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
社会教育委員会議出席率

指　標　名

－

単位 計画値

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）
2カ年で分割履修

年度

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

年度

③

実績値

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

133 教育委員会 生涯学習課（社会教育総務事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 10

国や県と重複のない事務事業である

5

チェック

「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」、「安芸高田市
の人権尊重のまちづくり条例・指針」に基づき人権教育事業を
実施している。

（参考）「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」第5条
地方公共団体の責務：地方公共団体は、基本理念にのっとり、
国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、人権教育及
び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有す
る。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
積山　洋樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）0054

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

人権教育事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

社会教育費

教育委員会事務局　生涯学習課担当部課

作成者氏名

537

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

人権教育費

人権教育に要する経費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市民（特に児童・生徒の保護者）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

人権教育事業

3 平成

○

○

―

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 生涯学習体制の確立
3

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

×

効果的に市民の人権尊重の精神を涵養するため、普遍的視点か
らの取り組みを重視し、参加体験型学習プログラムの普及を推
進する。また、安芸高田市の人材を活用し、プログラムを専門
的に進めることのできるファシリテーターを育成し、地域の社

　教育の中立性を確保しながらも、関係部局や関係団体と連携
しながら効率的・効果的に実施する必要がある。具体的には、
「安芸高田市人権教育推進事業実施要領」に基づき、
①高齢者大学を活用して広く市民に学習機会を提供する。
②教育委員会、所管の教育機関、学校やＰＴＡ等を実施主体と
して特に保護者等を対象として事業を行う。
③県教委と協力し参加体験型学習ファシリテーターを養成す
る。

4,161

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

4,191一般財源等合計 3,3153,315 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×352一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

市民に人権教育に関する学習機会を提供し、人権尊重の精神を涵養する。（「安芸高田市人権教育推進事業実施要領」）

①教育委員会又は教育機関の実施する研修・講座等
②幼稚園、保育所、小学校、中学校のPTA・保護者会等が実施する研修・講座等
③人権教育に関する参加体験型学習ファシリテーターの養成及び活用

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等532 30

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 501

人件費 0

×

352

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

×

○

○

○

○

合計

×

○

×

352 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

2,814 3,659

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 特に子どもの人権を守るという観点から、幼稚園・保育所の保
護者会や小・中学校ＰＴＡ等が保護者等を対象として行う研修
を活用し、人権教育の推進を図る。
　また、地域人材を活用し参加体験型学習をすすめるファシリ
テーターの育成と活用を図る。

○

16.00

的に進めることのできるファシリテーターを育成し、地域の社
会教育事業での活用を図る。

－

0.43

4,1614,191

17.00

1,100.00

16.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

4,191,000

3,991.432,581.78

1,050.00

114.00

合計

人

指　標　名　等

3,315

必要人員

3,315

81.78%

－

465,666.67

研修・講座参加延人数
850.00

研修・講座開催回数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 3,315,000

9.00

3,315,000

合計

106.00

24年度

9.00

4,191,000

－

1,350.00

有
効
性

×

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

100.00% －

368,333.33

計画値

－

人

千円

H261,284.00

0.34

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

1,100.00 H21実績（①272人　　②125人）
H22実績（①1,427人　②40人）
H23実績（①1,187人　②97人）
H24計画（①750人　　②600人）
H24実績（①479人　　②571人）

年度

16.00

H26実績値

352

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

回

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

352

H21実績（①3回　②1回）
H22実績（①7回　②1回）
H23実績（①8回　②1回）
H24計画（①6回　②10回）
H24実績（①6回　②3回）

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

○

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

松野　博志

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

参加体験型学習を各町１回実施した。

解決できていない課題

参加体験型学習の推進のため、ファシリテーターを養成する。

H26

H26 年度

H26 年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

研修講座開催回数（実績）÷研修
講座開催回数（計画）

80.00

－

年度－

6.00

8.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

③文化センター、公民館の社会教
育指導員が年1回は受講

③各施設で年1回以上実施

目標値
（目標年度）

5.00

23年度 24年度

8.00

8.00

－

52.94 100.00

80.00 80.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値

80.0080.00

151.06 77.00

80.00

0.00

6.00 6.00

－

－

80.00

100.00

研修講座参加延人数（実績）÷研
修講座参加延人数（計画）

8.00 8.00

指
標

参加型学習ファシリテー
ター養成講座受講人数

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

%

単位

%
研修講座参加延人数

計画値

実績値
研修講座実施回数

指　標　名

6.00 －

参加型学習ファシリテー
ター活用回数

単位 計画値 6.00

回 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

H26 年度実績値 151.06 77.00 －%

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

537 教育委員会 生涯学習課（人権教育事業）



年 ～ 年 ○

○

備考欄（留意事項）

款 10

国や県と重複のない事務事業である

5

チェック

姉妹都市及び姉妹校との相互交流により、異文化を理解し国際
社会において相手を尊重する心を養うという目的を果たすこと
ができている。
今後も継続して実施していく必要性があるが、市民ニュージー
ランド派遣事業については参加希望者が減少傾向であり、平成
２４年度で事業を廃止する。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている8

電話
沖田　弘子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）0054

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

国際交流事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

社会教育費

教育委員会事務局　生涯学習課担当部課

作成者氏名

137

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

国際交流費

国際交流費に要する経費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市の青少年（中学生）及び国際交流に関心のある市民

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

学外国際理解教育推進事業

平成

○

○

○

×

―

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成

施　 策 学習内容の充実
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

派遣事業参加者及び受入時ホストファミリーにアンケート調査
を実施しており、効果を把握している。また、派遣事業参加者
から報告書の提出を求め、異文化を理解し尊重する心が養われ
ているかどうかを確認することができる。

青少年派遣や姉妹都市等の受入については、学校等との調整が
必要なことから、現状の実施方法が最適である。
行政主体による市民ニュージーランド派遣事業は廃止するが、
インターネット等を利用して住民同士の交流を継続していく必
要がある。

8,138

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

8,138一般財源等合計 8,9898,989 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×6,739一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

１．異文化を理解し、尊重する態度や異なる文化を持った人々とともに生きていく資質や能力の育成を図る
２．国際社会において相手の立場を尊重しつつ自分の意思を表現できる基礎的な能力の育成を図る

１．派遣事業①市内の中学生をニュージーランド・ダーフィールドハイスクールに派遣する②市民をニュージーランド・セ
ルウィンに派遣する③市内の中学生をシンガポール・メイフラワーセカンダリースクールに派遣する
２．訪問団受入事業④ニュージーランド・ダーフィールドハイスクールの訪問団を受け入れる⑤ニュージーランド・セル
ウィン町の訪問団を受け入れる⑥シンガポール・メイフラワーセカンダリースクールの訪問団を受け入れる

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等3,629

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 3,822

人件費

×

6,739

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

×

―

―

○

○

合計

○

○

×

6,739 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

5,167 4,509

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 青少年派遣については、市内全中学校生徒に募集案内を配布
し、事業の周知ができている。
市民派遣についても、全市に募集要項を配布し周知できてい
る。

―

32.00

ているかどうかを確認することができる。

－

0.53

8,1388,138

30.00

30.00

30.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

470,772

10,461.60#DIV/0!

45.00

202.00

合計

人

指　標　名　等

8,989

必要人員

8,989

#DIV/0!

－

98,442.35

海外からの訪問人数
23.00

海外への派遣人数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 3,145,353

37.00

0

合計

130.00

24年度

21.00

3,642,367

－

44.00

有
効
性

×

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

176.19% －

149,778.71

計画値

－

人

千円

0.00

0.60

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

④11人⑤3人⑥31人

年度実績値

6,739

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

6,739

①１４人②７人③1６人

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

○

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

松野　博志

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

姉妹校の受入校を持ち回りにすることで、交流を拡大した。
受入校のみでホストファミリーを引き受けた。

解決できていない課題

市民相互の交流を拡充すること。
中学生派遣事業については、１次募集で定員に達するよう。生徒及び保
護者に対する広報を充実させる。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

アンケート調査結果

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

100.00 100.00

100.00 100.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値

100.00

100.00 83.00

100.00

－

－

100.00

100.00

参加中学校÷６校（中学校数）

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

青少年海外派遣事業の全市
への普及度

計画値

実績値

派遣事業参加者の満足度
（アンケートで「よかっ
た」と回答した人の割合）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 100.00 83.00 －％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

137 教育委員会 生涯学習課（学外国際理解教育推進事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 24

施　 策 学習内容の充実
1

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

×

○

○

×

×

×

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

成人教育事業

4 平成

成人教育費

成人教育に要する経費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市の成人

一般会計

138

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

社会教育費

教育委員会事務局　生涯学習課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）0054

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

成人教育事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
積山　洋樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

　各社会教育担当係が実施する各種教室・講座については、平
成21年度までは「公民館事業」として行ってきた。平成22年
度、公民館運営審議会から「今後の公民館事業の在り方につい
て」の答申を受け、今後は公民館事業にこだわらず広く生涯学
習の振興という視点でとりまとめを行うこととした。今後は、
成人教育、青少年教育、家庭教育支援、人権教育を柱に、市全
体あるいは地域を対象として社会教育の振興・生涯学習活動の
充実を図っていく。

款 10

国や県と重複のない事務事業である

5

×

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

5,379 9,447

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた940

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

×

4,827

○

合計

×

○

×

○

×

×

×

4,827

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 4,569

人件費 1,060

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

市民の多様なニーズや社会・時代の変化に対応した学習機会を提供し、教育の向上、健康の増進、情操の純化、生活文化の
振興、社会福祉の増進に寄与する。

地域に根ざした特色ある教室・講座を開催する。
・高齢者大学
・市民セミナー
・パソコン活用講座

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等5,313

500

3,887一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 9,4489,948 一般財源等 14,760

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

13,700

職員は、地域の「まなび」を推進する指導者あるいはコーディ
ネーターとして、常に先導的な役割を果たすことができるよう
努める。また、文化センター等の各施設は連携を深め、効果的
で魅力のある社会教育事業を展開することとする。

　地域の社会教育施設は職員数も少ないことから、H24からは
各施設でそれぞれ事業計画を立案するのでは無く、市全体とし
て、統一的に事業計画を立案し、また、重複業務を削減するこ
ことで業務の効率化を図った。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

×

4,827

H23実績
吉田１２回　八千代６回　美土里
８回
高宮７回　甲田７回　向原７回
H24実績
吉田１２回　八千代８回　美土里
９回

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

回

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

3,887

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

20.00

年度

50.00

H26

人

千円

H2618.00

0.65

単位当たりコスト①

110.64% －

131,159.66

6.00

計画値

－

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

1,810,463

合計

273.00

24年度

47.00

1,424,898

－

23.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 6,164,504

52.00

市民セミナー講座開催回数
20.00

高齢者大学講座開催回数

－

実績値

計画値

127.78%

－

27,401.88

219.00

合計

人

指　標　名　等

9,448

必要人員

9,948

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

440,547

19,154.22100,581.28

23.00

50.00

6.00 5.00

14,760

50.00

－

1.10

13,700 で魅力のある社会教育事業を展開することとする。

　「所管地域の他の機関や団体との共同による事業実施」を進
めることにより、「学習者＝市民」の参画をさらに促進する。

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

人

市民セミナー・その他教室
講座延べ参加人数

計画値

実績値

高齢者大学新規講座参加者
数

指
標

単位

単位

1,972,542

4,000.00

－

－

高齢者大学約2,５00人、市民セミ
ナー５８６人、パソコン講座１６
８人

計画値

実績値

4,000.004,000.00

2,683.00 3,254.00

－

6.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値
パソコン活用講座開催回数

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

－

98.00 132.00

100.00 100.00

－

328,757.00

6.00

23年度 24年度

6.00

7.00

285,736

40,819.43

116.67%

5.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

100.00

－

H26 年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H26 年度

年度

H26

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

市民セミナーの集客数を上げるため、希望者へのメール送信を行う
新たな取り組みを始めた。

解決できていない課題

安芸高田市の抱えている問題点を把握し、それを市民セミナーの講座へ
活かすことができなかった。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

松野　博志

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

人

指標化できない成果

－ ８人実績値 2,683.00 3,254.00 H26 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ
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～ ○

○

備考欄（留意事項）

款 10

国や県と重複のない事務事業である

5

チェック

家庭教育、特に子育てに対して保護者は悩みを抱えていること
が研修会や講座に参加された方のアンケートから読み取れる。
講座等に参加したことで悩みが軽減された、子育てを見直す
きっかけとなった等の意見があることから、講座を設けること
は必要である。
今後は参加型講座である「『親の力』を学びあう学習プログラ
ム講座」への参加者を増やしていく。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
沖田　弘子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）0054

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

家庭教育支援事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

社会教育費

教育委員会事務局　生涯学習課担当部課

作成者氏名
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事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

家庭教育支援費

家庭教育支援に要する経費

対　　　象
（誰のために）

市内在住の子どもを持つ保護者

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

家庭教育支援事業

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

施　 策 学習内容の充実
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

×

学校、各団体等の主催による実施は、対象者のニーズを収集し
やすく、対象を絞って内容を選択できるので有効である。

学校、各団体等が主催し、教育委員会が共催する実施方法であ
ることから、事務量の軽減及び人件費の削減が図られる。

4,309

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

4,309一般財源等合計 4,0614,061 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×1,206一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

家庭教育の自主性を尊重しつつ、保護者に対し家庭教育に関する学習の機会を提供し、子どもの生活のために必要な習慣を
身につけさせるとともに、自立心を育成し、心身の調和のとれた発達を図るよう務める（教育基本法第10条）

１．教育委員会又は所管の教育機関により家庭教育に関する研修・講座を実施する
２．保育所やPTA、保護者会等の実施する家庭教育に関する研修講座を支援する
３．「『親の力』をまなびあう学習プログラム（広島県教育委員会の推進する参加体験型学習）」ファシリテーターの養成
及び活用

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等650

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,047

人件費

○

1,206

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

×

―

○

○

○

合計

×

○

×

1,206 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

3,014 3,659

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 団体主催であることから、主催者である市民の参画が実現して
いる。

○

30.00

－

0.43

4,3094,309

31.00

21.00 参加型学習プログラム養成講座受13.00

1,700.00

35.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

557,480

372.90119.40

1,495.00

118.00

合計

人

指　標　名　等

4,061

必要人員

4,061

71.57%

－

24,238.26

講座参加者数
2,000.00

講座実施回数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 249,419

23.00

249,419

合計

106.00

24年度

33.00

557,480

－

2,150.00

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

69.70% －

7,558.15

24.00

計画値

－

人

千円

2,089.00

0.35

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

○教育委員会、教育機関による主催
及びPTA等との共催による講座実施
参加者数
○教育委員会と市PTA連合会、市子
ども会連合会との合同研修参加者数
○『親の力』をまなびあう学習プロ
グラム参加者数

年度実績値

1,206

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

回

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

1,206

○教育委員会、教育機関による主催
及びPTA等との共催による講座実施
回数
○教育委員会と市PTA連合会、市子
ども会連合会との合同研修（年1回）
○『親の力』をまなびあう学習プロ
グラム実施回数

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

○

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

松野　博志

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・年度当初に、実施要綱の周知や事業内容の説明を教育機関等にお
こなった
・ファシリテーター養成講座受講に努めた

解決できていない課題

・関係機関等へ事業説明をしても、事業の活用回数が増加しない
・『親の力』を学びあう学習プログラムの普及

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

参加者数÷講座実施回数
1回あたり５０人を目標とする

－

年度－

110.53%

21.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

参加型学習プログラム養成講座受
講者

目標値
（目標年度）

19.00

23年度 24年度

13.00

21.00

－

45.00 65.00

50.00 50.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

参加型学習プログラムファ
シリテーター養成人数

対　前　年　比

人

－

24.00

計画値

実績値

12.00

17.00 5.00

20.00

－

－

10.00

50.00

派遣したファシリテーター人数

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

回

参加型学習プログラムファ
シリテーター活用回数

計画値

実績値
講座1回あたりの参加者数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 17.00 5.00 －回

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ
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～ ○

○

備考欄（留意事項）

款 10

国や県と重複のない事務事業である

5

チェック

社会教育として子どもたちの成長のために、夏休み等を活用し
てさまざまな学習機会を提供することができている。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
沖田　弘子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）0054

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

青少年教育事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

社会教育費

教育委員会事務局　生涯学習課担当部課

作成者氏名

146

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

青少年教育費

青少年教育に要する経費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市の青少年

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

青少年活動事業

○

○

×

×

×

×

×

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

施　 策 学習内容の充実
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

青少年の放課後や週末を活用し、地域の子どもたちに日常では
体験できない様々な学習機会を提供することは、青少年を健全
に育成するため、また地域の教育力を向上させるために有効で
あり、今後も継続する。

地域の指導者を活用することでコスト削減に努めた。また、魅
力あるプログラムとすることで、募集・受付事務の負担軽減を
図った。

12,330

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

14,166一般財源等合計 8,3609,860 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○6,319一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

心豊かで健やかな子どもを社会全体で育むことを目的に、放課後や週末を活用して児童・生徒にさまざまな学習機会を提供
する。

子ども芸術教室、夏休み子ども教室、子どもふるさと探検隊、子ども科学教室、親子映画上映会（年２回）、成人式、放課
後子ども教室

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等6,251 1,421

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 6,846

人件費 415

×

6,319

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

×

○

×

×

×

合計

×

○

×

6,319 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

3,014

1,500

7,915

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 子ども会等、地域の関係団体との連携を密にする必要がある。

×

200.00

あり、今後も継続する。

－

0.93

12,33014,166

200.00 200.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

118.00

合計

人

指　標　名　等

8,360

必要人員

9,860

－

17,430.52

開催回数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,419,043

197.00

合計

229.00

24年度

186.00

3,433,812

－

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

105.91% －

13,005.61

計画値

－

人

千円

0.35

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年度実績値

6,319

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

回

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

6,319

子ども芸術教室
夏休み子ども教室
子どもふるさと探検隊
子ども科学教室
親子映画上映会

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

○

合計

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

松野　博志

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

夏休み子ども教室は、講座内容をまとめた冊子を作製し、市内全児
童・生徒に配布したことで申し込みが容易になり、参加人数の増加
につながった。
受益者負担（参加料の徴収）を実施した。
映画上映会は、最新作を上映したことで満席にできた。

解決できていない課題

子ども科学教室の各町巡回実施（H2４は全市で１回実施）

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

子ども芸術教室、夏休み子ども教室
子どもふるさと探検隊、親子映画上
映会、子ども科学教室

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

1,746.00 2,409.00

1,800.00 1,800.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

2,500.00

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

計画値

実績値
教室等参加者数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

146 教育委員会 生涯学習課（青少年活動事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 幼児教育の充実
1

28 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

×

○

○

○

×

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

幼稚園管理運営事業

3 平成

幼稚園費

吉田幼稚園管理費

対　　　象
（誰のために）

吉田幼稚園園児および保護者

一般会計

151

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

幼稚園費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）2788

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

吉田幼稚園

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
前川　道栄

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・とかく就業している人の意見に重きが置かれる傾向がある
が、幼児教育の充実という観点からは、公立幼稚園の果たす役
割は大きい。
・市民のニーズというより、将来の安芸高田を創造していく人
材の育成という観点で、どのような幼児教育を提供するかがコ
ストより重要である。

款 10

国や県と重複のない事務事業である

4

×

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

22,784 23,495

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

×

○

合計

×

×

×

○

○

×

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 7,555

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

○幼稚園の運営に際し、入園退園の管理や保育料の管理を円滑に実施する。
○就学前教育を提供し、就学前の幼児の健やかな成長に資する。

・入園および退園通知の発行等にかかる就園事務
・幼稚園保育料の徴収事務
・幼稚園運営

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等6,163

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 30,33930,339 一般財源等 29,658

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

29,658

・

・コストの削減という面では、幼保一元化や民営化を視野に入
れていく必要がある。

・少子化により幼児の数が減少している。

×

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

×

○

0

５月１日園児数
計画値は予想定員数

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

人

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

保育料徴収事務に係る件数
園児数×１１月＋預かり納付書発
行

年度

人

千円

648.00

2.70

単位当たりコスト①

84.09% －

計画値

－

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

×

合計

350.00

24年度

44.00

－

570.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

37.00

幼稚園保育料徴収件数
580.00

入園総数

－

実績値

計画値

66.67%

－

442.00

合計

人

指　標　名　等

30,339

必要人員

30,339

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

432.00

60.00

100.00 100.00 現年度分

29,658

60.00

－

2.80

29,658

・人員の不足から研修に出るゆとりがなかった。
×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
定員確保率

計画値

実績値
入園充足率

指
標

単位

単位

83.33

－

－

入園児総数／定員数　平成２０年度
より、預かり保育を本格実施してい
るため定員を６０名として算出

計画値

実績値

83.33

73.33 61.67

－実績値

単位当たりコスト③

実績値
幼稚園保育料徴収率

対　前　年　比

％

計画値

コ ス ト

計画値

－

100.00 93.33

100.00 100.00

－

100.00

23年度 24年度

100.00

100.00

100.00%

100.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

現年度分

目標値
（目標年度）

年度

入園者数／入園決定者数

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・各保護者間の情報交換
・特別支援が必要な園児への取り組み。

解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

佐々木　亮

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

－ るため定員を６０名として算出実績値 73.33 61.67 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

151 教育委員会 教育総務課（幼稚園管理運営事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 17

施　 策 幼児教育の充実
1

28 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

×

○

○

○

×

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

幼稚園子育て支援事業

4 平成

幼稚園費

吉田幼稚園管理費

対　　　象
（誰のために）

・吉田幼稚園保護者
・地域の未就園児（０歳児～５歳児）とその保護者、家族
・吉田幼稚園在園児

一般会計

153

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

幼稚園費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）2788

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

吉田幼稚園

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
前川　道栄

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・安芸高田市は、安心して遊べる公園が少ないので、遊び場、
遊び友だち等を求めて、園庭開放へ参加される家族が多いよう
に思う。

款 10

国や県と重複のない事務事業である

4

×

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

2,532 1,678

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

×

×

合計

×

○

×

○

○

○

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 170

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

・就労している保護者、学校行事、通院などで１４時の迎えに来れない保護者のために、預かり保育を実施し、子育て支援をする。
・吉田幼稚園を開放し、未就園児の遊び場を提供するとともに、保護者同士のふれあい、交流の場を提供する。
・未就園児には、家庭以外の環境に親しみをもち、家庭ではできない遊びや活動を体験する。
・在園児には、年下の友だちとふれあうことで優しさや思いやり、人が好きという思いを育てる。

・就労している保護者、学校行事、通院などで１４時の降園時間以降も保育を必要とする保護者のために預かり保育を実施する。
・月２回、園庭と遊戯室を開放して未就園児の遊び場を提供するとともに、保護者同士のふれあい、交流の場を提供する。
・子育ての不安や悩みの相談に対応する。
・在園児には、年下の友だちとふれあうことで優しさや思いやりを育て、人とかかわる力や、人が好きという思いを育てる。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等150

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 2,7022,702 一般財源等 1,828

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

1,828

・アンケートを実施して利用者の意見を聞いてみる必要があ
る。

・園開放や預かり保育でも、コストの削減に努め、物品面では
これ以上無理というところまでしている。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

×

○

0

預かり保育実施予定日数

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

日

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年間利用総数

年度

人

千円

652.00

0.30

単位当たりコスト①

101.28% －

計画値

－

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

合計

25.00

24年度

234.00

－

500.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

237.00

預かり保育のべ利用者数
500.00

預かり保育実施日

－

実績値

計画値

162.27%

－

49.00

合計

人

指　標　名　等

2,702

必要人員

2,702

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

1,058.00

238.00

50.00 50.00 年間実施回数

1,828

238.00

－

0.20

1,828

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

48.00 －
参加親子(家族）組数

単位 計画値 50.00

組 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

園開放参加者数
単位

単位

300.00 300.00

49.00

50.00

－

－

計画値

実績値

－人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
園開放利用家庭数

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

－－

255.00

58.00

23年度 24年度

50.00

48.00

1,058.00

82.76%

50.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

幼児が減少傾向にある
２３年度数え方を誤っていた

年間実施回数

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

利用者が望む幼稚園の内容。他の市町には無い内容の構築をにより、定
員の確保が魅力ある市の要因の一つとなり、若者定住の柱の一つとな
る。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課長　佐々木　　亮

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
・保護者同士のふれあいや交流で得られた満足度
・園開放で養われた園児の人とかかわる力
・園開放に参加することで幼児に育つもの

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

153 教育委員会 教育総務課（幼稚園子育て支援事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

・児童生徒の学力向上を図るための客観的評価ツールとして、
学力調査は必須である。また客観性を高めるためには、受験者
数が多いことが肝要であり、業者による実施がふさわしい。
・総合学力調査は、全国学力・学習状況調査、広島県「基礎・
基本」定着状況調査と重複しない教科を、また新学習指導要領
改訂の趣旨である理数教育、社会科教育の充実を鑑み、設定し
ている。2調査と併せて実施することで、現在必要とされてい
る総合的な学力実態を把握することができ、指導の改善に生か
すことができている。
・学習補助員、非常勤講師を配置することで、個に応じたきめ
細やかな指導ができている。その効果は、平成24年度広島県
「基礎・基本」定着状況調査の高順位という結果となって表れ

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
八島恵美

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5628

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

学力向上推進事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

155

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

学校教育振興費

特色ある教育の推進に要する経費

対　　　象
（誰のために）

・小中学校児童生徒
・小中学校教職員

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

学力向上推進事業

4 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 24

施　 策 特色ある教育の推進
1

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

・学力調査の結果をもとに、指導の課題、指導の改善方法につ
いて分析し、次年度の学力調査までの指導計画を立てて取り組
むというサイクルが出来上がっており、効果があがっている。
・学習補助員に対する研修会の充実や学習補助員同士の意見交

・児童生徒の学力向上を図るためには、学力調査を行いその結
果をもとに指導改善を行っていく必要がある。結果を効率的に
分析するためには、業者による実施がふさわしい。
・児童生徒の学力向上を図り、思考力・表現力を育成するため
の授業づくりを重視し指導してきた結果、、言語活動の充実を
位置付けた実践が広がっている。また、家庭学習の仕方につい
ても町単位で指導、家庭へ啓発している。学習補助員による放
課後学習も継続している。
・学習補助員は、31人以上の学級と、複式学級に加配として1
名を配置した。児童数など学校規模に応じた人数を配置する方
が効果的と考えられる。

「基礎・基本」定着状況調査の高順位という結果となって表れ
ている。

27,657

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

27,657一般財源等合計 50,34450,344 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○27,360一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

・教職員の授業力向上及び学習環境の整備により児童生徒の学力を向上させる。

・学力調査の実施により、児童生徒の学力実態を把握し、その結果から指導の課題を分析、指導改善を組織的に行う。
・学習補助員を配置する。
・指定校指導と研究成果の普及を行う。
・学校への計画訪問・要請訪問を通して教科指導等を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等23,111

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 45,520

人件費

○

27,360

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

○

―

○

○

○

合計

―

×

―

27,360 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

4,824 4,546

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている ・学力調査の結果については、その改善方法と併せて公開する
ことを原則として実施している。
・学校便りやホームページ、市広報「あきたかた」等を通し
て、市民に公開している。

○

・学習補助員に対する研修会の充実や学習補助員同士の意見交
換の場の創設を行い、事業の有効性を高める改善策を講じた。

－

0.55

27,65727,657

752.00

440.00 ・学習補助員の指導対象児童数496.00

730.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

65.00

272.00

合計

人

指　標　名　等

50,344

必要人員

50,344

59.63%

－

452.75

授業研究学校訪問回数
40.00

総合学力調査受験者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 434,300

687.00

合計

252.00

24年度

724.00

311,040

－

40.00

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

94.89% －

599.86

計画値

－

人

千円

109.00

0.31

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

・市指導主事の授業研究のための
訪問回数（計画値＝２０校園×2
回）

年度実績値

27,360

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

27,360

・児童生徒を対象とする市総合学
力調査受験者数
（Ｈ23は、小6社理、中１社
理、中2社理を実施）
（Ｈ24は、小6社、中１社理、
中2社理を実施）

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

大下　典子

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

学習補助員対象の授業研修会を実施し、個に応じたきめ細かな指導方法
について、共通認識を図る。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

広島県「基礎・基本」定着状況調査
通過率60％以上の児童の割合

80.00

－

年度－

45.95%

440.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

・学習補助員の指導対象児童数
（Ｈ24は、学習補助員8名）
（Ｈ23は、学習補助員14名）

・コストは、学習補助員の人件費

目標値
（目標年度）

48,197.73

666.00

23年度 24年度

496.00

306.00

19,705,452

64,396.90

－

国94.9算95.3 国84.3算85.5

国9０　算9４ 国9０　算9４

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

学習補助員の指導対象児童
数

対　前　年　比

人

－

計画値

実績値

80.00国88  数80  英80

国87.2数84.8英87.3 国96.5数85.5英92.5

国88  数80  英80

－

－

広島県「基礎・基本」定着状況調査
通過率60％以上の生徒の割合

32,099,688

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

基礎学力が定着している
生徒の割合（中学校）

計画値

実績値

基礎学力が定着している
児童の割合（小学校）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 国87.2数84.8英87.3 国96.5数85.5英92.5 －％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

155 教育委員会 学校教育推進室（学力向上推進事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 特色ある教育の推進
6

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

―

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

みつや協育推進事業

3 平成

学校教育振興費

特色ある教育の推進に要する経費

対　　　象
（誰のために）

児童生徒及び教職員

一般会計

156

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5628

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

みつや協育推進事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
久光正士

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・年度末の児童生徒アンケート、感想の結果、地域外部講師招
聘や郷土体験活動をとおして、感謝の心、地域を誇りに思う心
等、豊かな心が育っている。
・また、学校と地域の連携が深まり、学校教育を地域の方に理
解してもらう場ともなり、地域に開かれた信頼される学校づく
りが一層推進されている。

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

2,631 3,490

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

―

○

合計

―

×

×

―

○

○

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 8,412

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

・教職員の指導力向上、各学校ブランド（伝統と特色）の創造による教育の質的向上を図る。
・地域に根ざした教育活動を展開することにより、児童生徒の地域を愛する心、感謝の心等豊かな心を育成する。
・地域との連携により開かれた学校づくりを進める。

○特色ある学校づくり推進事業の実施　○小小連携・小中連携推進
○みつやコンサートの実施　○中学校合同文化祭の実施
○「きらり通学合宿」の実施

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等9,400

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 11,04311,043 一般財源等 12,890

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

12,890

・本事業は、教育目標達成の手段である。学校目標と事業実施
の関連を明確にして、成果と課題を明らかにする評価の工夫が
必要である。
・児童生徒の郷土愛の涵養など事業効果の検証に時間を要す

・本事業の目的は、教師の指導力向上もねらいとしてあるた
め、外部講師に指導をすべてを任せるのではなく、指導体制の
強化と事業趣旨を徹底する。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

○

合計

―

○

0

小学校１３校、中学校６校、幼稚
園１園　計２０校の平均予算額

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

校

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

児童・生徒2,200・園児36一人
あたりの平均予算額

年度

人

千円

2,285.00

0.30

単位当たりコスト①

100.00% －

計画値

－

有
効
性

○

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

×

6,178,000

合計

184.00

24年度

20.00

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

20.00

事業実施園児児童生徒一人
当たりの予算額

事業実施の校（園）当たり
の予算

－

実績値

計画値

－

149.00

合計

人

指　標　名　等

11,043

必要人員

11,043

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

2,703.72

20.00

12,890

20.00

－

0.40

12,890 ・児童生徒の郷土愛の涵養など事業効果の検証に時間を要す
る。
・小中連携が深まる中で、めざす子ども像と取り組みが共有で
きる。

・豊かな経験や知識のある地域の方から指導をうける機会を増
やし、地域にある資源・教材をさらに活用し、教育内容に取組
む工夫が必要である。

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
生徒の地域理解度

計画値

実績値
児童の地域理解度

指
標

単位

単位

55.00

－

－

全国学力調査「地域の歴史や自然に
ついて関心があるか」平均肯定率

計画値

実績値

50.00

52.00 57.00

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

79.90 81.40

70.00 75.00

－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

全国学力調査「地域の歴史や自然に
ついて関心があるか」平均肯定率

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

学校の要望に基づき、予算措置及び予算配当を行う。

解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

大下　典子

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

－実績値 52.00 57.00 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

156 教育委員会 学校教育推進室（みつや協育推進事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 特色ある教育の推進
4

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

体力向上事業

3 平成

学校教育振興費

特色ある教育の推進に要する経費

対　　　象
（誰のために）

・小中学校児童生徒　　　・小中学校教職員

一般会計

162

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5628

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

体力向上推進事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
久光正士

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

　児童生徒の体力は、全国的に低下傾向にある。しかし、安芸
高田市の小学校においては、体育科授業の改善、なわとびを中
心とした体力づくり等に取り組み、中学校においては、運動部
活動の活性化に取り組むことにより、比較的高い運動能力と
なっている。

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

965 872

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

×

○

合計

―

○

―

―

○

○

―

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,339

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

小中学校教職員の体育科授業及び体力づくりの指導力を向上させる。
中体連の競技大会や学童のスポーツ大会への積極的に参加させ、スポーツ活動の充実を図る。
児童生徒の体力・運動能力の向上を図る。

小中学校教職員の指導力を向上させるための学校訪問指導をすすめる。
中体連の競技大会や学童のスポーツ大会への負担金及び補助金を交付し、体力向上のために活動を活性化させる。
各校の児童生徒の体力・運動能力調査を実施・分析して向上のための取組みをすすめる。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,846

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 2,3042,304 一般財源等 2,718

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

2,718

　体力・運動能力調査に基づく結果を踏まえ、小・中学校の体
育科授業の改善、及び、業間体育、集団遊びの奨励、中学校に
おける運動部活動の活性化を図ってきた。
　その成果として、県平均と比較したとき、小中学校とも３／

　中学校における運動部の活動は、学校において計画された教
育活動の一環であり、集団の中で運動する楽しさや喜びを味わ
う豊かな生活体験の場である。
　したがって、本市中学校体育連盟の活動を活性化を図ること
は、生徒のたくましい心と体の育成に寄与するものと考えてい
る。部活動の充実、大会等への参加と併せ、指導者の研修等の
充実が必要である。
　体力づくりの基盤としての基本的生活習慣の確立に向けての
取組みが必要である。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

○

合計

―

―

0

安芸高田市中体連負担金補助
生徒数×８００円
県、中国、全国中学校体育連盟参
加負担金

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

回

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

人

千円

64.00

0.11

単位当たりコスト①

55.46% －

計画値

－

有
効
性

○

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

―

合計

46.00

24年度

1,208.00

－

80.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

670.00

選手派遣助成対象生徒
80.00

負担金交付対象生徒数

－

実績値

計画値

64.06%

－

54.00

合計

人

指　標　名　等

2,304

必要人員

2,304

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

41.00

1,000.00

19.00 19.00 平成22年度からは抽出調査

2,718

800.00

－

0.10

2,718 　その成果として、県平均と比較したとき、小中学校とも３／
４以上の種目において、上回っており成果をあげている。

　市内中学校体育連盟の大会等については、各種団体、保護者
やボランティアの支援を受け実施されている。

○

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

体力運動能力調査
（中学校）

計画値

実績値

体力運動能力調査
（小学校）

指
標

単位

単位

70.00

－

－

県平均を上回る項目／全54項目
×100

計画値

実績値

80.00

72.20 74.07

－実績値

単位当たりコスト③

実績値
体力運動能力調査実施

対　前　年　比

校

計画値

コ ス ト

計画値

－

81.30 85.42

80.00 91.00

－

19.00

23年度 24年度

19.00

19.00

100.00%

19.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

平成22年度からは抽出調査

目標値
（目標年度）

年度

県平均を上回る項目／全96項目
×100

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

体力運動能力調査結果の活用
中学校部活動の活性化に向けた支援を拡大

解決できていない課題

生活習慣との関連についての分析活用
新しい学習指導要領下における中学校保健体育科授業の適正実施につい
て（継続指導）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

大下　典子

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

－実績値 72.20 74.07 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

162 教育委員会 学校教育推進室（体力向上事業）



年 月 ～ 年 月 ○

×

備考欄（留意事項）

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

・個に応じた教育を推進していくために、軽度発達障害を含め
幼児児童生徒の状態を正確に把握することは重要である。その
ために、保育所、幼稚園、小学校、中学校では、保護者・各専
門機関と相談・連携を進めている。特別な支援を必要とする場
合には、就学指導資料を作成し、要望を挙げることができる。
・教育介助員の配置については、予算の関係で要望通りの配置
とはなっていない。
・就学指導委員会では、児童生徒の自立や社会参加に向け、適
正な就学について真摯な協議を行い、適正な就学に努めてい
る。
・全ての教員等が、特別支援教育に関する基本的な知識をも
ち、指導できるよう研修体制を整備・実施している。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
八島恵美

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5628

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

特別支援教育推進事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

163

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

学校教育振興費

特色ある教育の推進に要する経費

対　　　象
（誰のために）

・特別な支援を必要とする児童生徒
・学校教職員

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

特別支援教育推進事業

4 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 24

施　 策 特色ある教育の推進
3

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

・研修会において、国や県が主催する研修の受講者による報告
を設定し、情報交流を行っている。
・特別支援学級在籍児童生徒、また通常の学級に在籍する特別
な支援を必要とする幼児児童生徒も増加傾向にある。更に特別

・１幼稚園、2保育所、１３小学校、５中学校において、専門
家による巡回相談を活用した研修を複数回実施することができ
た。校園の実態、ニーズに応じて、専門家による観察を含めた
実態把握、実態交流、障害の特性に応じた適切な指導・支援等
について研修を深めることができている。
・組織的・計画的に指導していくためには、個別の指導計画及
び個別の教育支援計画の作成を進めていく必要がある。

ち、指導できるよう研修体制を整備・実施している。

22,496

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

22,496一般財源等合計 24,05324,053 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○26,618一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

・関係機関（学校医、特別支援学校、県こども家庭センター、市福祉保健部）との連携を図り、心身に障害をもつ児童生徒
に適正な就学指導を行う。
・特別支援教育についての理解を深め、個に応じた教育を推進し、特別教育の充実を図る。

・就学指導委員会を開催し、特別支援学校への入学及び特別支援学級への入級等が適切かどうかを判断し、適正な就学を図
る。
・個に応じた特別支援教育を推進するために、教育介助員を配置する。
・学校園に専門家を派遣する巡回相談体制を整備する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等19,190

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 20,106

人件費

○

26,618

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

○

○

○

合計

―

×

―

26,618 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

3,947 3,306

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

な支援を必要とする幼児児童生徒も増加傾向にある。更に特別
支援教育に対する専門的知識を有する教員等を増やすために
は、習得スキルに応じた研修も必要であり、今年度から「新任
特別支援教育担当者等研修会」を実施した。
・保護者で特別支援学級等の理解者が増えた。
・個々の児童・生徒にあった教育を行うことができている。

－

0.40

22,49622,496

1.00

10.00 ・市費該当分のみ　市費/国費10.00

1.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

18,237,974

414,499.41573,330.50

44.00

223.00

合計

人

指　標　名　等

24,053

必要人員

24,053

129.41%

－

43,000.00

教育介助員配置の対象とな
る生徒児童数

30.00

就学指導委員会の実施

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 51,275

2.00

19,493,237

合計

184.00

24年度

3.00

86,000

－

42.00

有
効
性

○

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

66.67% －

17,091.67

計画値

－

人

千円

34.00

0.45

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

・教育介助員配置数/特別な支援
が必要な児童生徒数
（Ｈ24は、9/44）
（Ｈ23は、10/34）

年度実績値

26,618

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

回

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

26,618

・定例会（年1回）

目標年度に目標を達成できそうである

―

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

大下　典子

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・教育介助員の増員を行った。

解決できていない課題

・窓口の充実（教育相談窓口）
・教育介助を必要としている学校の要望に応えきれていない。
・通常学級に在籍する発達障害のある児童生徒に対する個別の指導計画
の充実

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

・２０校園×2回

－

年度－

#DIV/0!

10.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

・市費該当分のみ　市費/国費
（H24は、28/23）
（Ｈ23は、全額国費）

目標値
（目標年度）

0.00

23年度 24年度

10.00

28.00

294,748

10,526.71

－

43.00 51.00

40.00 40.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値
専門家の巡回相談回数

対　前　年　比

回

－

計画値

実績値 56.00

100.00

－

－

・広島県の平成24年度指標
（H24は、特別支援学級在籍100%
　通常の学級40%）

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

％

個別の教育計画・
個別の指導計画の作成率

計画値

実績値

巡回相談を活用した研修の
実施回数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 56.00

特別支援教育に係る保護者及び教職員から寄せられる意見等

－ 　通常の学級40%）％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

163 教育委員会 学校教育推進室（特別支援教育推進事業）



年 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款

国や県と重複のない事務事業である

チェック

・学校教育法施行令に基づき実施。
・区域外就学においては指定学校のある教育委員会に協議をか
けるため、時間を要する。
・指定学校変更の許可に際しては、慎重を期するため判断する
ための書類の提出を求めている。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
久光正士

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5628

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

164

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

人件費

対　　　象
（誰のために）

市内小中学校児童生徒

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

適正就学管理事業

平成

○

○

×

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

昭和 28

施　 策 特色ある教育の推進

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

・法令に基づいて学齢簿を作成しているが、他の自治体との取
扱い方が異なっており、調整に時間がかかる。

・学齢簿については、異動等は電算でのシステム管理であり、
児童生徒の異動に関して住基担当課へ事務委譲している。

1,488

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

1,488一般財源等合計 1,4031,403 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

住民異動に伴う学籍を管理し、学齢児童生徒の適正な就学の管理を行う。
自分の行きたい学校へ就学できる機会を提供し、より個性にあう学校生活を送ってもらう。
家庭の諸事情にあった就学を可能にすることで、学校へ行きやすい環境を整える。

・住民異動に伴う学齢事務を正確に行うことで、児童生徒の適正な就学管理をする。
・通学区域の弾力化について周知し、制度説明と普及を図る。
・保護者や児童生徒の区域外申請並びに指定学校変更に係る事務手続きを円滑に進める。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

人件費

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

×

―

○

○

○

合計

○

×

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

1,403 1,488

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○－

0.18

1,4881,488

コスト：人件費85％

3.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

74,400

24,800.0023,383.33

3.00

79.00

合計

人

指　標　名　等

1,403

必要人員

1,403

100.00%

－

3,306.67

学校選択制希望者数
6.00

区域外・指定学校変更
就学者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 140,300

45.00

70,150

合計

83.00

24年度

34.00

148,800

－

3.00

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

132.35% －

4,126.47

計画値

－

人

千円

3.00

0.16

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

コスト：人件費5％

年度実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

コスト：人件費10％

目標年度に目標を達成できそうである

○

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

大下　典子

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

児童生徒の異動処理のシステム化

解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

学区外就学者数／在籍児童生徒数

－

年度－

108.13%

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

コスト：人件費85％

目標値
（目標年度）

7,453.44

160.00

23年度 24年度

173.00

1,264,800

7,310.98

－

0.90 6.50

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値
異動通知処理件数

対　前　年　比

件

－

計画値

実績値 0.60 0.41 －

－

（希望者数-辞退者）/対象者（新
５年・新中１年）

1,192,550

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
学校選択制利用率

計画値

実績値
学区外就学率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 0.60 0.41 －％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

164 教育委員会 学校教育推進室（適正就学管理事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

　平成２３年度から小学校第５・６学年において、外国語活動
の時間が設けられ、週１時間必修となった。安芸高田市におい
ては、すでに、先行実施を行い、保育所、幼稚園、小学校の第
４学年以下の学年においても、英語に触れる活動を実施してき
ており、小さい頃から外国語にふれる機会を設けている。
　しかし、小学校低中学年においては、外国語活動の時間は義
務ではないため、安芸高田市独自に時間を生みだす努力をして
いる状況である。早い段階から発達段階に応じて指導していき
たい。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
久光正士

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5628

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

国際理解教育推進事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

166

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

学校教育振興費

社会に対応した教育の推進に要する経費

対　　　象
（誰のために）

① 園・小・中学校の教職員
② 園・小・中学校の園児・児童・生徒

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

国際理解教育推進事業

3 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 社会の変化に対応した教育の推進
1

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

　国際理解教育を推進するにあたっては、特に小学校段階にお
いては、体験的に学習することが効果的である。ネイティヴで
あるＡＬＴの存在は、児童生徒の英語科や外国語活動の時間で
ねらう国際理解につながる力の育成に大変有効である。

　ＡＬＴ配置を民間に業務委託している。学校現場に対して、
服務、健康、指導力等が安定した人材を派遣することができて
いる。学校現場における教職員の指導力向上、服務管理、事務
執行等の効率化につながっている。

18,047

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

18,047一般財源等合計 18,19718,197 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○17,220一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

① 教職員の国際理解教育に関する指導力の向上（小学校－外国語活動（英語活動）、中学校－英語科）
②小中学校児童生徒の 国際理解及び英語力の向上

①ＡＬＴ（外国語指導助手）（民間委託）の各学校への派遣
②指導主事等による外国語活動（英語活動）への学校指導
③中学校英語暗唱大会への補助金支給

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等17,220

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 17,232

人件費

―

17,220

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

○

合計

○

○

○

17,220 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

965 827

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 　今後、市民の中から外国語指導にたけた人材を活用すること
が考えられる。
　一方、義務教育、公教育である以上、全国水準の公平な指導
が求められ、活用に向けての入念な準備が必要である。
現状を積極的に公開するため、参観日や地域公開の場を通して
積極的に取組みの成果を公開している。

○

ねらう国際理解につながる力の育成に大変有効である。

－

0.10

18,04718,047

4.00 4.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

17,220,000

7,670.387,680.64

2,245.00

54.00

合計

人

指　標　名　等

18,197

必要人員

18,197

100.13%

－
ＡＬＴによる指導者数

2,242.00

ＡＬＴ配置数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 17,220,000

4.00

17,220,000

合計

46.00

24年度

4.00

－

2,250.00

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

100.00% －

4,305,000.00

計画値

－

人

千円

2,242.00

0.11

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

安芸高田市内園児・児童生徒数
幼稚園、小学校第１学年～中学校
第３学年までが指導を受けてい
る。

年度実績値

17,220

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

17,220

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

大下　典子

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・ALTと業者が年度当初に各学校を回って、各学校の要望等に応じ
た教育を行われるようにした。

解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

中2広島県「基礎・基本」定着状
況調査英語科の教科平均

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

2.00

23年度 24年度

－

78.9(+7.0) 85.2(+11.0)

県平均 県平均以上

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

中学校英語暗唱大会の受賞
者数

対　前　年　比

人

－

計画値

実績値

75.00

85.80 82.30

80.00

－

－

５・６年児童へのアンケート調査
「外国語活動の時間が楽しみ」

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
外国語活動への意欲

計画値

実績値
英語学力の定着状況

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 85.80 82.30 －％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ
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年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 心の教育の充実
3

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

生徒指導推進事業

3 平成

学校教育振興費

心の教育の充実に要する経費

対　　　象
（誰のために）

①園・小・中学校の教職員
②園・小・中学校の園児・児童・生徒

一般会計

172

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5628

3 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

生徒指導推進事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
河野通之

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・生徒指導上の課題に加え、近年の傾向として児童虐待、特に
身体的虐待やネグレクトに係る疑義が生じるようになってきて
いる。学校教育のみの対応では、限界があり、学校教育及び福
祉両面からの家庭支援が必要な児童生徒が増加している。いず
れも看過できない事案があり、家庭教育支援員の関係機関との
連携や相談活動が不可欠である。

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

2,631 4,546

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

7,208

○

合計

○

○

○

―

○

○

○

7,208

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 10,933

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

①園・小・中学校の教職員の生徒指導力を向上させる。
②不登校及び生徒指導上の諸問題を減少させる。

①生徒指導に関わる研修会の開催、学校訪問による指導・助言　　　⑤生徒指導に係る関係校及び関係機関との連携推進
②生徒指導に関わる情報調査及び情報提供　　　　　　　　　　　　⑥家庭教育支援員の配置
③スクールカウンセラー等の配置及び相談活動の充実
④生徒指導推進校等の指定と指導

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等6,780

7,208一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 13,56413,564 一般財源等 11,326

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

11,326

・不登校対策等生徒指導連絡会の授業研究においては、日常の
授業の中で自己存在感を味わわせたり、自己決定の場を与え、
共感的人間関係を育んだりすることの重要性を共有することが
できた。

・小中学校の全生徒指導主事を集め、生徒指導の三機能を明示
した指導案による授業研究を２回行った。学校アドバイザー
（大学准教授）を招聘しての研修会の中で、授業における生徒
指導の三機能を生かす場面の具体的指導があり、効率性のある
研修会とすることができた。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

―

合計

―

―

7,208

市教委が開催した研修会の回数＋
市教委指導主事等が講師で参加し
た研修会の回数

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

回

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

7,208

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

家庭や関係機関への相談回数
(H23：450回）（H22：540
回）

年度

人

千円

450.00

0.30

単位当たりコスト①

111.11% －

計画値

－

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

合計

252.00

24年度

9.00

－

400.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

10.00

家庭教育支援の相談活動
200.00

教職員に対する研修会の実
施回数

－

実績値

計画値

－

149.00

合計

人

指　標　名　等

13,564

必要人員

13,564

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

10.00

19.00 19.00 小中連携会に参加した学校数

11,326

10.00

－

0.55

11,326 できた。
・市内６中学校区に分けたブロック会では、生徒指導に係る小
中連携を進めることができ、効果的であった。今後も、小中学
校９年間で子どもを育てていくという視点で、小中連携を進め
ていく必要がある。

○

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

人
不登校児童生徒の割合

計画値

実績値

生徒指導上の諸問題の発生
件数(暴力行為）

指
標

単位

単位

25.00

－

－

H23は、全児童生徒に対する不登校
児童生徒の割合(目標値：県平均）

計画値

実績値

未確定

未確定

－実績値

単位当たりコスト③

実績値
小中連携会の充実

対　前　年　比

校

計画値

コ ス ト

計画値

－

未確定

未確定 0.00

－

19.00

23年度 24年度

19.00 19.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

小中連携会に参加した学校数

目標値
（目標年度）

年度

H23は、暴力行為児童生徒の1000
人当たりの発生数（目標値：県平
均）

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・不登校対策等生徒指導連携会を、生徒指導の三機能を生かした授
業づくりの視点で開催することができ、日常の授業に生かす重要性
及び具体性を示すことができた。

解決できていない課題

・依然として児童生徒の中には継続した不登校となっている子どもがい
るとともに、新たな不登校児童生徒が出てきている。また、家庭状況が
厳しい子どももおり、福祉部局との連携のもとに家庭支援をしていく必
要がある。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

大　下　　典　子

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

人

指標化できない成果

－実績値 未確定 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

172 教育委員会 学校教育推進室（生徒指導推進事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 24

施　 策 心の教育の充実

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

―

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

豊かな心育成事業

4 平成

人件費

対　　　象
（誰のために）

・小中学校児童生徒
・小中学校教職員

一般会計

566

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5628

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
八島恵美

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

　地域の教育力の低下、社会全体のモラルの低下等は、児童生
徒の道徳性に大きな影響を与えている。生命尊重、自尊感情、
規範意識、人間関係を構築する力などをつけていく必要があ
る。
　道徳の時間を核にしながら、学校教育全体で行う道徳教育の
充実を図る必要がある。

款

国や県と重複のない事務事業である

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

1,491 2,067

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

○

合計

○

○

―

―

○

○

―

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

・児童生徒の自己肯定感及び道徳性を高める。
・道徳教育に関する教職員の指導力の向上を図り、学校の総合的な教育力を強化する。

・道徳教育推進協議会による研修会及び授業研究会を実施する。
・道徳の授業を保護者及び地域に公開する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 1,4911,491 一般財源等 2,067

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

2,067

　児童生徒の道徳性の育成には、家庭・地域の協力が不可欠で
ある。本事業は、主として、学校教育における取組みである。
並行した保護者・地域への啓発活動がその効果を後押しする。

　安芸高田市道徳教育推進協議会は、市教委担当者及び市内小
中学校の道徳教育担当者で構成される会である。また、広島県
道徳教育推進協議会も開催され、実務担当者に対する研修会も
ある。
　リーダーの活用により内容が充実し、組織的な校務運営がで
きるようになった現在、協議会のメンバーである各校の道徳教
育推進教師の指導力が向上することは、市内小中学校における
道徳教育の充実につながる。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

―

○

0

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

回

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

H24指定事業（美土里中学校
区）

年度

人

千円

0.17

単位当たりコスト①

100.00% －

96,500.00

計画値

－

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

合計

115.00

24年度

5.00

528,000

－

14.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 482,500

5.00

「心の元気を育てる地域推
進事業」推進校への訪問指
導

道徳教育推進協議会の実施
回数

－

実績値

計画値

－

105,600.00

84.00

合計

人

指　標　名　等

1,491

必要人員

1,491

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

15.00

5.00

19.00 19.00 道徳の時間の授業を保護者及び地

2,067

5.00

－

0.25

2,067

　保護者のみならず地域住民を対象とした授業公開を進めてい
る学校が増えている。

○

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値

「心の元気を育てる地域推進事
業」推進校の児童生徒の自己肯
定感に関する肯定的評価の割合

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

道徳教育に係る授業公開実
施校

対　前　年　比

校

計画値

コ ス ト

計画値

－

84.30

80.00

－

19.00

23年度 24年度

19.00

19.00

100.00%

19.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

道徳の時間の授業を保護者及び地
域に公開した学校数（一部学級も
含む）

目標値
（目標年度）

年度

・年3回の意識調査

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

大下　典子

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

566 教育委員会 学校教育推進室（豊かな心育成事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 開かれた学校づくりの推進
1

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

開かれた学校づくり事業

3 平成

学校教育振興費

開かれた学校づくりの推進に要する経費

対　　　象
（誰のために）

市内小中学校・幼稚園

一般会計

567

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5628

4 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

開かれた学校づくりの推進事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
河野通之

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

学校教育法施行規則及び安芸高田市学校管理規則により設置。

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

1,052 827

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

1,374

○

合計

―

○

○

―

○

○

―

1,374

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,209

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

・学校の説明責任を果たし、公開性を高め、開かれた学校づくりを推進することにより、学校経営の充実を図る。
・学校評議員から学校経営への助言・支援を受け、安定した学校経営につなげる。
・ＰＤＣＡサイクルにしたがって、学校の教育活動全体をチェック、改善することで、教育の質的向上を図る。
・目標連鎖、目標共有により、学校の組織力を向上させる。

・学校評議員を委嘱し、学校評議員の会議を行なう。
・学校評議員の学校評価（外部評価）を受ける。
・学校評価制度の実施

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,216

1,374一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 2,2612,261 一般財源等 2,043

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

2,043

・学校評議員制度の有効性を、より向上させるためには、学校
評議員や学校関係者評価委員の専門性を高めていくことが必要
である。

・開かれた学校づくりに各学校が取り組み、さまざまな学校行
事を開放したり、児童生徒が校外での体験活動をしたりして、
学校評議員や学校関係者評価委員に学校の状況を理解していた
だく場を設けることができた。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

○

―

合計

×

―

1,374

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

回

校

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

1,374

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

人

千円

19.00

0.12

単位当たりコスト①

93.21% －

0.00

計画値

－

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

1,057,000

合計

46.00

24年度

162.00

0

－

19.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 0

151.00

学校評議員委嘱校
19.00

学校評議員会延べ開催数

－

実績値

計画値

105.26%

－

0.00

60.00

合計

人

指　標　名　等

2,261

必要人員

2,261

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

1,134,000

56,700.0055,631.58

20.00

162.00

20.00 20.00

2,043

162.00

－

0.10

2,043

○

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

％

地域・保護者の学校教育へ
の理解・信頼

計画値

実績値
学校評議員会議開催数

指
標

単位

単位

0

90.0%

－

－

保護者アンケート｢学校教育に満足
している」80％以上の学校の割合

計画値

実績値

80.0%

88.9% 92.10

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

学校自己評価及び外部評価
実施校

対　前　年　比

校

計画値

コ ス ト

計画値

－

60.00 59.00

60.00 60.00

－

0.00

20.00

23年度 24年度

20.00

20.00

240,000

12,000.00

100.00%

20.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

1学期に1回開催（20校×３回）

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・学校規模に応じた学校評議員数の配置。
・学校評議員の同一校での継続委嘱の制限。
・幼稚園への学校評議員の配置及び制度の活用。

解決できていない課題

・学校評議員に対する適切な評価のための研修。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

大　下　典　子

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果
評価項目を各校で重点化し、内容を設定するため、市立学校全体の成果を評価することができ
ない。

－実績値 88.9% 92.10 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

567 教育委員会 学校教育推進室（開かれた学校づくり事業）



年 月 ～ 年 月 ○

―

備考欄（留意事項）

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

・教職員に対する研修については、教育公務員特例法第２１条
等による義務的な内容であり、できる限り経費を当て、教員が
最新の知識と技能をもって、児童生徒への教育にあたるように
すべきである。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
河野通之

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5628

5 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

人材育成事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

177

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

学校教育振興費

学校教育体制の充実に要する経費

対　　　象
（誰のために）

幼稚園、小中学校教職員

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

人材育成事業

3 平成

○

○

―

○

○

×

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 学校教育体制の充実
1

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

・定期的に開催する管理職（校長、教頭、事務長）に対する研
修会を有効に活用し、管理職への市教育委員会の施政方針等の
趣旨を徹底することができた。また、専門性の向上に資するこ
とができた。

・負担金、補助金の交付基準を明確にした要綱等の整理
・研修の内容を焦点化し、日々の授業や業務に直結する内容で
研修を実施することで、より効率的な研修内容とする必要があ
る。

7,754

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

7,754一般財源等合計 7,1987,198 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○2,200一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

・教職員の専門性の向上と職能成長を図る。
・管理職の学校経営力及び校務運営能力を向上させる。

・管理職及び主任等の研修会の実施　　　・人事評価実施
・各種教育研究団体への負担金納付　　　・校内研修講師謝金配当
・教職員研修会参加負担金助成

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,794

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 2,374

人件費

―

2,200

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

○

○

○

合計

○

○

○

2,200 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

4,824 4,960

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

とができた。
・安芸高田教育推進会の自主研修会への補助金の交付によっ
て、教職員の自主性を生かした効果的な研修を継続することが
できている。

－

0.60

7,7547,754

255.00

41.0041.00

260.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

260.00

272.00

合計

人

指　標　名　等

7,198

必要人員

7,198

101.96%

－

7,515.00

校内研修参加者数
255.00

研修会参加者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,803,500

260.00

合計

275.00

24年度

255.00

1,953,900

－

260.00

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

101.96% －

7,072.55

計画値

－

人

千円

255.00

0.55

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

講師謝金

年度実績値

2,200

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

2,200

県費負担教職員の研修会参加数
研修会負担金

目標年度に目標を達成できそうである

―

×

×

合計

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

大　下　　典　子

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・管理職研修の定期的な研修
・校内研修への専門性の高い外部講師の招聘
・安芸高田教育推進会への講師派遣
・補助金等交付基準整備

解決できていない課題

・幼稚園教諭の研修の充実

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

保護者アンケート｢学校教育に満足し
ている」80％以上の学校の割合

－

年度－

100.00%

41.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

3,808.41

41.00

23年度 24年度

41.00

41.00

12,170

296.83

－

88.9% 92.10

80.0% 90.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値
管理職研修参加者数

対　前　年　比

人

－

計画値

実績値 －

－

156,145

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値

地域・保護者の学校教育へ
の理解・信頼

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値

指導力の向上の度合

－

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

177 教育委員会 学校教育推進室（人材育成事業）



年 月 ～ 年 月 ○

―

備考欄（留意事項）

款

国や県と重複のない事務事業である

チェック

・公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数のひょ9う順
に関する法律施行規則による配置がされている。
・県教育委員会と市教育委員会との事務手続き関係の整理が必
要である。
・教職員の欠員などによる代員の配置は年々困難となってい
る。市教育委員会としての独自の任用システムの構築が必要で
ある。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
久光正士

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5628

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

178

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

人件費

対　　　象
（誰のために）

小中学校教職員

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

県費負担教職員管理事業

3 平成

○

○

×

○

○

×

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 学校教育体制の充実

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

・県費負担教職員のうち特に非常勤講師の任用については、多
様で変則的な業務が多く、休暇等、勤務条件や勤務内容の詳細
な理解が必要であるため、任用時での丁寧な説明など対応が必
要である。

6,365

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

6,365一般財源等合計 6,7536,753 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

計画的に人材を適材適所に配置。また、専門知識の活用を生かした非常勤講師を配置することで、学校運営をよりスムーズ
に行う。

○県費負担教職員人事管理
○県費負担教職員服務管理
○県費負担教職員給与・旅費管理
○県費非常勤講師管理

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等0

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

人件費

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

○

―

○

○

○

合計

―

×

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

6,753 6,365

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○－

0.77

6,3656,365

247.00 248.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

0.00

52.00

381.00

合計

人

指　標　名　等

6,753

必要人員

6,753

98.11%

－
県費負担非常勤講師人数

53.00

県費負担教職員人数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 0

247.00

0

合計

353.00

24年度

253.00

－

53.00

有
効
性

○

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

97.63% －

0.00

計画値

－

人

千円

53.00

0.75

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

コスト：人件費２割

年度実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

コスト：人件費８割

目標年度に目標を達成できそうである

○

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

大下　典子

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

2.00 2.00

0.00 0.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

計画値

実績値
教職員服務違反数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値

教職員の意欲、学校長の教職員配置に対する満足度

－

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

178 教育委員会 学校教育推進室（県費負担教職員管理事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 小・中学校管理運営

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

―

○

○

○

×

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

小・中学校管理運営事業

3 平成

学校管理費

対　　　象
（誰のために）

小学校１３校／中学校６校

一般会計

179

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

小学校費及び中学校費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）0049

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
中村　千恵子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

款 10

国や県と重複のない事務事業である

02/03

―

―

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

5,075 4,237

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

○

133,525

○

合計

○

×

×

○

○

○

○

133,525

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 124,493

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

市内小中学校の学校運営を円滑に進めるとともに、適正な予算執行を促進する
　限りある予算の中で、最善の教育効果を実現するため、効率の良い適正な予算執行に努める
　事務局の直接管理と共同事務室の実効性の向上のために、予算執行体制の確立を図る
市内小中学校の事務職員が共同で事務執行をすることで、事務職員の専門性を高める

・学校運営上必要な経費を各学校に予算配当
・適正な予算執行指導（共同事務室及び各学校の事務職員を対象とする）
・学校運営に関する要望調整

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等132,791

133,525一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 129,568129,568 一般財源等 137,028

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

137,028

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

○

×

合計

○

○

133,525

児童生徒数による

少子化対策との連携
平成１９年度当初の生徒数を基準
とし、人数対比による
【小中学校個別配当分】

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

人

校

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

133,525

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

小中学校数による

平成１９年度当初の学校数を基準
とし、施設数対比による
【総務管理費】

年度

人

千円

19.00

0.60

単位当たりコスト①

98.13% －

15,853.31

計画値

－

有
効
性

×

×

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

88,949,692

合計

104.00

24年度

2,242.00

－

19.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 35,543,112

2,200.00

小・中学校数
19.00

児童生徒数

－

実績値

計画値

100.00%

－

110.00

合計

人

指　標　名　等

129,568

必要人員

129,568

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

4,681,562.74

19.00

2,200.00

2.00 2.00 校長、事務職員全員による予算説

137,028

2,300.00

－

0.50

137,028

○

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

件
学校予算の効率的な執行

計画値

実績値
学校事務執行の正確さ

指
標

単位

単位

98.00

－

－

アンケート計画値

実績値

98.00

96.00 96.00

－実績値

単位当たりコスト③

実績値
事務職員予算執行研修

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

－

94.00 94.00

95.00 95.00

－

2.00

23年度 24年度

2.00

2.00

100.00%

2.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

校長、事務職員全員による予算説
明会を開催し、市の財政について
や効率的な予算執行について説
明。
事務職員を対象に、適切な予算管
理や執行方法を具体的に説明し、
より適正な執行に努める。

目標値
（目標年度）

年度

アンケート

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

佐々木　亮

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

件

指標化できない成果

－実績値 96.00 96.00 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

179 教育委員会 教育総務課（小・中学校管理運営事業）



年 月 ～ 年 月

○

　平成１９年度より、国の幼稚園就園奨励費事業に準じ安芸高
田私立
就園奨励費とした。支出額は増となったが、国の基準により事
業の趣旨及び支出の根拠も明確となった。公立幼稚園と比較し
て保育料負担の大きい私立幼稚園保護者にとってニーズの高い
ものとなっている。他市町の私立幼稚園に通う保護者への助成
も増えてきており、私立幼稚園に通学する保護者に対しては望
まれる制度ではあるが、拡大の一途をたどることにより、財政
を逼迫することもある。

○

○

備考欄（留意事項）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

02 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

教育費

教育委員会事務局　教育総務課

国や県と重複のない事務事業である

市民のニーズが適正に反映されている

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

○

チェック

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている02

電話
大田　文子

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

学校教育管理費（事務局費）

一般会計

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

152

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

私立幼稚園就園奨励費助成事業

3 平成

施　 策 教育環境の整備

平成

対　　　象
（誰のために）

○

○

○

○

私立幼稚園

学校教育総務費

03

教育総務費

事務局費

16

目
主要施策

25 3

款

項

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

1

10

01

担当部課

作成者氏名 （42）0049
0826

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

　国の施策として少子化に対応するため、補助対象者及び補助
金額が
拡大してきており、今後も支出額が増大すると思われる。

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

×

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

　市内に所在する私立幼稚園への就園を対象としていたが、市
内在住者が市外の幼稚園へ就園する場合についても、制度運用
の拡大をした。
　少子化対策と併せ、男女共同参画推進の観点からも本制度へ

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

合計 4,5395,849 一般財源等 5,307合計 6,748 3,649一般財源等

コスト（千円） コスト（千円）

受益者負担

財源（千円）

23年度

人件費 受益者負担受益者負担

一般財源等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 5,426

人件費

24年度

コスト

1,441 国県補助金等

コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費424

国県補助金等6,324

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

効
率
性

当初予定した実施項目が達成できた

5,473

5,473

1,824

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

○

○

○

○

―

○

合計

―

○

○

○事務事業の効果を適正に把握している

×

423

1,310  直接事業費

私立幼稚園の安定的な施設運営の健全化に資する。

安芸高田私立幼稚園運営費補助金交付要綱に基づく補助金交付。なお、平成１９年度より安芸高田私立幼稚園就園奨励費補
助金として、保育料の減免を行った設置者に対し補助金を交付する。

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

目標年度に目標を達成できそうである

　少子化対策と併せ、男女共同参画推進の観点からも本制度へ
の需要は高まっており、若者定住対策の施策展開として制度の
充実が望まれる。

　交付対象は事業実施市町村の住民であることとされており、
他市町
に通園する園児も対象となる。対象者の把握が難しいため、広
報・ホームページ等によりさらによりきめ細かい情報提供を行
う必要がある。

―

－

－

－

－

1,053,950.00

合計

人

指　標　名　等

4,539

必要人員

5,849

時間外勤務手当 千円

活
動
・
結
果
指

－

対象私立幼稚園数

－

計画値

実績値

5,848,700

2.00

6,323,700

3.00

9.00

単位

園

10.00

24年度

－

0.05

5,307

6.00

23年度

合計

3.00

6,748

6.00

人 ○

×

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

200.00% －

1,949,566.67

職員の能力開発のための対策は十分になされている

計画値

千円

0.05

コ ス ト

25年度

実績値

3,649

人

年度

今後の計画値
（計画年度）

千円

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位当たりコスト①

成果指標について当初設定した計画値が達成できた5,473

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

目的が達成できるような事務事業の内容である

―

―

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市民への情報提供を行っている

専門性をもった人材を活用できている

×

―

市
民
参
画

補助金申請を行った園数

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

佐々木　亮

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

他市町に通園する者の把握が難しいが、申請する園数は確実に増え
てきている。

解決できていない課題

年度

年度

補助対象園児数／全園児数

年度

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

91.00 85.00

90.00 91.00

－ －

－

指
標

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

単位

単位

－

計画値

計画値

実績値 －

－

90.00

－

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
対象園児比率

指　標　名

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

年度

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

152 教育委員会 教育総務課（私立幼稚園就園奨励費助成事業）



年 月 ～ 年 月

○

―

―

備考欄（留意事項）

10

国や県と重複のない事務事業である

1

○

チェック

○

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
中村　千恵子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

学校教育管理費（事務局）

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業の概要（Plan）

0826
（42）0049

2 学校教育総務費

157

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

対　　　象
（誰のために）

幼稚園、小学校、中学校在籍児童生徒及び県費負担教職員

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

児童生徒教職員健康管理事業

3

平成

―

○

○

○

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

施　 策 教育環境の整備
大事業

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

4

教育委員会事務局　教育総務課

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である妥
当
性

款

平成 23

事務局費

一般会計

担当部課

作成者氏名

24 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

24年度

13,642

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

単位あたりコストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効
率
性

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

13,642合計 14,975 一般財源等14,980 一般財源等 合計

受益者負担

○

国県補助金等

5

9,261一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

・対象者全員に健康診断を受けてもらい、健康状態の把握を行う。
・疾病の早期発見を可能にすることで、健康で明るい学校生活を送ることができる。また、健康の保持増進と学習能率向上
の基盤を作る。

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 9,059

人件費

23年度

内　　　容

国県補助金等

コスト コスト（千円）

・児童、生徒の健康診断を学校医、学校歯科医、耳鼻科医師、眼科医師の協力のもとに実施（６月下旬まで）。【学校保健法】
・尿検査、ぎょう虫検査及び心電図検査を業務委託。
・内科検診及び問診で結核の疑いがある場合は、結核対策委員会で協議。
・教職員は、市の定期健康診断か人間ドックを受診し、管理職は、その結果を基に健康管理医と連携し仕事量など適切な措置を講じる。

財源（千円）

 直接事業費

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

コスト（千円）

9,405 国県補助金等

×

×

―

○

○

×

○

○

合計

×

○

○事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた ○

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

9,261

9,261

5,921 4,237

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

0.50

13,64213,642

38.00 38.00

－

－

1,712,331

13,377.59

合計

人

指　標　名　等

14,975

必要人員

－

129.00

17,548.11

コ ス ト

2,285.00

140.66%

－

3,260.76

教職員定期健康診断受診人
数

110.00

児童生徒健康診断受診人数

－

実績値

計画値

128.00

110.00

2,235.00

7,309,944

2,232.00

対　前　年　比

14,980

時間外勤務手当 千円

23年度

1,596,878

合計

104.00

24年度

2,282.00

7,278,015

－

110.00

25年度

有
効
性

○

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

97.81% －

3,203.31

38.00

計画値

－

人

千円

91.00

0.70

単位当たりコスト①

人

千円

年度実績値

9,261

備 考
（指標の計算方法、算式等）

単位当たりコスト②

対　前　年　比

単位

コ ス ト

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

―

―

合計

―

目標年度に目標を達成できそうである

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

―

―

年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

9,261

計画値は、５月１日現在園児児童
生徒数

今後の計画値
（計画年度）

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

佐々木　亮主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容改善項目

①

②

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

年度

年度

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

－

解決できていない課題

－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

－

年度

年度

1820人（要）/（2232人×10検
査項目）×100【定期健康診断実施
報告書より】

23年度 24年度

38.00

23.00

92,000

0.00

4,000.00

60.53%

38.00

－

8.90 8.10

－

0.00

計画値

コ ス ト

計画値

4,000.00

38.00

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
健康管理医利用回数

対　前　年　比

回

－

38.00

計画値

実績値

100.00

98.90 100.00

100.00

－

－

152,000

計画値

実績値
児童・生徒要検査率

指
標

結核対策委員会協議対象者
数

単位

単位

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
教職員健康診断受診率

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

単位 計画値

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 98.90 100.00 －％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

157 教育委員会 教育総務課（児童生徒教職員健康管理事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 24

施　 策 教育環境の整備
3

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

―

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

安全管理事業

4 平成

事務局費

学校教育総務費

対　　　象
（誰のために）

市内小・中学校の児童生徒

一般会計

160

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）0049

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

学校教育管理費（事務局）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
岡田　佑太

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

5,075 3,813

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

2,379

○

合計

○

○

○

―

―

―

○

2,379

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 2,328

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

・登下校時や学校生活において、安全を確保し、安心して学校生活が送れるよう体制を整える。
・学校活動における不慮の災害に備え、全児童生徒に災害保険を掛けることで、教育活動を円滑に進めていく。

・登下校時の安全確保のため、児童生徒に防犯ブザーや熊除け鈴を給付。
・日本スポーツ振興センター災害保険への全児童生徒の加入推進

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,432

2,379一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 7,4037,403 一般財源等 6,245

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

6,245

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

―

合計

―

―

2,379

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

％

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

2,379

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

人

千円

340.00

0.60

単位当たりコスト①

100.00% －

21,600.00

計画値

－

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

合計

93.00

24年度

100.00

2,116,000

－

400.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,160,000

100.00

災害給付金延件数
400.00

災害保険加入者数

－

実績値

計画値

94.12%

－

21,160.00

110.00

合計

人

指　標　名　等

7,403

必要人員

7,403

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

320.00

400.00

100.00

6,245

100.00

－

0.45

6,245

○

100.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
防犯ブザー、熊除鈴給付率

計画値

実績値
災害保険使用率

指
標

単位

単位

100.00

－

－

100.00

18.00

計画値

実績値

100.00

100.00 100.00

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

14.87 14.50

18.00 18.00

－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

災害給付金給付数／災害保険加入
者数

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

佐々木　亮

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

－実績値 100.00 100.00 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

160 教育委員会 教育総務課（安全管理事業）



年 ～ 年

目
主要施策

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

10款

01

01

中事業 ×

×

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

教職員住宅維持管理事業

平成

施　 策 教育環境の整備

平成

安芸高田市立小中学校へ勤務する教職員

作成者氏名

事務局総務管理費

176

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

担当部課

（42）0049

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている02

電話
大田　文子

市民のニーズを的確に把握している

チェック

×

○

○

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

教育費

教育委員会事務局　教育総務課 0826

市民のニーズが適正に反映されている

国や県と重複のない事務事業である

　教職員の人事異動により自宅からの通勤が遠距離となる教職
員の
ために建設した教職員住宅の借り入れ資金の償還事務である。
　建設当初から２戸のうち１戸が空き家となっている。（ただ
し２２年度は県費教職員が入居したため、２戸の利用がされ
た）
　今後建設年数の経過とともに修繕等の必要が出てくることが
かんがえられ、また居住希望者が継続していくかどうかは不透
明なところがあるため、今後の利用方法について検討する必要
が考えられる。

×

×

備考欄（留意事項）

03

×

妥
当
性

教育総務費

事務局費

×

対　　　象
（誰のために）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

事務局費
事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

教職員の福利厚生の一環として、自宅から勤務地まで遠距離となる教職員のための住宅を整備した。

整備に係る経費について、学校共済組合より基準額に応じて借用し、20年間で返済する。

3,020

3,020

424

国県補助金等 直接事業費 ○事務事業の効果を適正に把握している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

合計

×

×

財源（千円）

人件費

国県補助金等

コスト（千円）

3,020

財源（千円）

180 受益者負担

国県補助金等

3,020一般財源等合計 一般財源等 3,2643,444

24年度

直接事業費 3,018

人件費 180

財源（千円）

414

 直接事業費

人件費 受益者負担

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

受益者負担

内　　　容

23年度

3,252合計 3,432 一般財源等

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

　住宅建設は、人事異動により自宅からの通勤が遠距離となる
教職員
の利用を目的として行われた。
　本年度は１戸の利用がされている。―

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

×当初予定した実施項目が達成できた

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

×

×

×

○

　今後の利用方法について検討する中で、他への転用等を考慮
すべきである。

○

単位あたりコストを削減することはできない
事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

×

×

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

25年度

効
率
性

コスト（千円）

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

人

千円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

3,020

市民への情報提供を行っている

専門性をもった人材を活用できている

目標年度に目標を達成できそうである

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

×

合計

×

3,020合計 3,264

人

3,444

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

計画値

0.05

単位当たりコスト①

計画値

実績値

10.00

24年度

3,018,000.00

3,252

千円

人

23年度

100.00% －

－

1

2

今後の計画値
（計画年度）

年度1.00

2.00

25年度
備 考

（指標の計算方法、算式等）

－

－

千円

2.00 家族用住宅２戸のうち入居１戸

コ ス ト

活
動
・
結
果
指

入居者数

時間外勤務手当 9.00

3,018,000

実績値

－

合計

指　標　名　等

必要人員

3,432

単位当たりコスト②

－

0.05

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

　本年度は１戸の利用がされている。
　ただし、修繕等の必要な施設もあり、また今後も居住希望者
が継続していくかどうかは不透明なところがあるため、今後の
有効利用について検討する必要が考えられる。

―

―

―

―

×

○

　住宅建設は、人事異動により自宅からの通勤が遠距離となる
教職員の利用を目的としている。またその資金は公立学校共済
組合からの融資となっている。そのため入居者は、学校教職員
に限定されている。

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

戸

入居率
（入居戸数/設置戸数）

計画値

指　標　名

実績値

単位

単位

単位 計画値

入居率
（入居数/入居希望数）

25年度

－

計画値

実績値

100.00

50.00 50.00

１戸/２戸（高宮町川根地区）

100.00

50.00

計画値

コ ス ト

－

計画値
指
標

実績値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比 －

－

23年度 24年度

100.00 100.00

100.00

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

解決できていない課題

優先的に継続する

改善項目

課題解決のための改善内容及び予算への反映目標値
（目標年度）

備 考
（指標の計算方法、算式等）

①

継続する

今年度までに実施した改善内容

改善により予算要求額変更内容

年度

②
年度

年度

１人/１人

年度

佐々木　亮主務課長氏名

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

戸

指標化できない成果

実績値 50.00 50.00

③

年度
ｱｳﾄ

ｶﾑ

176 教育委員会 教育総務課（教職員住宅維持管理事業）



～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
中村　千恵子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）0049

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事務局総務管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

181

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

事務局費

事務局費

対　　　象
（誰のために）

学校等教育施設を利用する児童生徒及び教職員

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

学校施設整備推進化事業

平成

○

○

○

×

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

施　 策 教育環境の整備
1

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

7,538

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

7,538一般財源等合計 5,4135,413 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○1,183一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

学校施設の管理上必要な調査を実施し、情報を集約し、計画書を作成する。
教育効果の高い学校施設、設備の整備

公立学校施設整備台帳作成事業、公立学校整備期成会負担金補助等
教職員等パソコン整備及びサポート事業

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,183

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,183

人件費

×

1,183

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

○

×

―

○

○

○

合計

○

○

×

1,183 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

4,230 6,355

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×－

0.75

7,5387,538

115.00 115.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

92.00

合計

人

指　標　名　等

5,413

必要人員

5,413

－

10,290.00

教職員等パソコン運営管理
サポート実施回数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,183,350

115.00

合計

156.00

24年度

120.00

1,183,350

－

有
効
性

○

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

95.83% －

9,861.25

計画値

－

人

千円

0.50

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年度実績値

1,183

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

1,183

コスト：支援業務委託料
Ｈ２４年度計画値：支援業務実施
設計による。１１５回

目標年度に目標を達成できそうである

―

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

佐々木　亮

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

計画値：正規職員・非常勤職員一
人一台整備

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

319.00 305.00

319.00 319.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

台

単位

計画値

実績値
教師用パソコン整備

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

181 教育委員会 教育総務課（学校施設整備推進化事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 教育環境の整備
02～17

26 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

―

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

小学校施設・設備等管理・整備事業

9 平成

学校管理費

小学校管理費

対　　　象
（誰のために）

小学校施設・設備・備品利用者（児童・教員・市民社会体育関係者）

一般会計

182

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

小学校費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）0049

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

小学校管理費～向原小学校費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
倉田　英治

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

款 10

国や県と重複のない事務事業である

2

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

5,075 6,779

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

×

38,224

○

合計

○

○

○

×

○

×

○

38,224

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 100,612

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

○安心・安全な教育環境の整備による適正な学習環境の確保と享受
○学校開放に係る社会体育関係者（社会体育施設利用者）への利便性向上のための環境整備

小学校施設・設備の管理
小学校施設・設備の改修
小学校施設・設備の整備等
（修繕料、委託料、使用料及び賃借料、工事請負費、備品購入費）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等36,098

38,224一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 105,687105,687 一般財源等 42,877

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

42,877

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

○

合計

―

○

38,224

工事・修繕費・維持補修材料費・
委託料・備品購入費
計画値：予算額
実績値：決算額

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

円

台

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

38,224

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

教育用ＰＣ　児童用　１３校分
計画値：ＰＣ配備台数
コスト：ＰＣリース支払い額・保
守代

年度

人

千円

330.00

0.60

単位当たりコスト①

86.38% －

計画値

－

有
効
性

○

×

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

12,915,030

合計

166.00

24年度

43,643,000.00

－

330.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

37,700,000.00

教育用ＰＣの配備状況
320.00

工事・修繕費・委託料

－

実績値

計画値

100.00%

－

110.00

合計

人

指　標　名　等

105,687

必要人員

105,687

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

12,081,808

36,611.5439,136.45

330.00

330.00

24,077,000.00

42,877

44,084,000.00

－

0.60

42,877

建労安芸高田支部において、１年に１回程度、ボランティアで
修繕していただいている。

○

25,769,000.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

佐々木　　亮

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

182 教育委員会 教育総務課（小学校施設・設備等管理・整備事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 10

国や県と重複のない事務事業である

2

チェック

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
倉田　英治

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）0049

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

中学校管理費～向原中学校費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

中学校費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

183

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

学校管理費

中学校管理費

対　　　象
（誰のために）

中学校施設・設備・備品利用者（児童・教員・市民社会体育関係者）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

中学校施設・設備等管理・整備事業

9 平成

○

○

―

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 教育環境の整備
02～17

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

24,703

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

24,703一般財源等合計 45,25845,258 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○20,190一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

○安心・安全な教育環境の整備による適正な学習環境の確保と享受
○学校開放に係る社会体育関係者（社会体育施設利用者）への利便性向上のための環境整備

中学校施設・設備の管理
中学校施設・設備の改修
中学校施設・設備の整備等
（修繕料、委託料、使用料及び賃借料、工事請負費、備品購入費）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等19,195

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 40,183

人件費

○

20,190

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

×

○

×

○

合計

○

○

×

20,190 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

5,075 5,508

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている PTAの奉仕活動で修繕していただいている例がある。

○

12,037,000.00

－

24,70324,703

16,433,000.00

216.00

11,327,000.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

7,908,092

36,611.5434,403.11

216.00

110.00

合計

人

指　標　名　等

45,258

必要人員

45,258

100.00%

－
教育用ＰＣの配備状況

210.00

工事・修繕費・委託料

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

17,630,000.00

7,431,071

合計

135.00

24年度

16,268,000.00

－

216.00

有
効
性

○

×

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

108.37% －

計画値

－

人

千円

216.00

0.60

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

教育用ＰＣ　生徒用　６校分
計画値：ＰＣ配備台数
コスト：ＰＣリース支払い額・保
守代

年度実績値

20,190

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

円

台

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

20,190

工事・修繕費・維持補修材料費・
委託料・備品購入費
計画値：予算額
実績値：決算額

目標年度に目標を達成できそうである

○

×

○

合計

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

佐々木　　亮

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

183 教育委員会 教育総務課（中学校施設・設備等管理・整備事業）



年 月 ～ 年 月

主な
関連

予算・
事業名

項
3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 教育環境の整備
大事業

中事業

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

通学助成事業

3 平成 26 3

主要施策

対　　　象
（誰のために）

遠距離通学する児童及び生徒の保護者

186

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

市以外が実施主体になりえない事務事業である

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

事務事業の概要（Plan）

小学校管理費　　　０１中学校管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

一般会計

担当部課

倉田　英治

教育委員会事務局　教育総務課
電話

市民のニーズが適正に反映されている

01

02

01

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

款 10 教育費

目

小学校費　　　　　０３中学校費

学校管理費　　　　０１学校管理費 利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

作成者氏名

0826
（42）0049

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

○

×

国や県と重複のない事務事業である

チェック

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

×

備考欄（留意事項）

○

×

○合併し9年目を迎えているが、未だ旧町時の補助基準により
補助しており、補助率・方法等の見直しが必要と思われる。
　今後、学校規模適正化の取組みが進む中で、抜本的な見直し
を行い、統一基準による補助となるよう検討している。
○公共交通体系の抜本的な見直しに併せ、遠距離通学児童生徒
の交通手段を確保するとともに、通学補助事業の内容の統一化
を検討する。（政策企画課との調整が必要）

○

○

○

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

国県補助金等

人件費

6,800

23年度 24年度

1,695

内　　　容

国県補助金等 直接
事業費

財源（千円）

合計

―

○

○

×

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

○

―

受益者負担を検証している

―

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 19,243

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

児童生徒の通学手段にかかる保護者の経済的負担を軽減し、義務教育に係る経費の負担の公平化を図る。

19,194

受益者負担

コスト コスト（千円） コスト（千円） コスト（千円）

直接事業費

財源（千円）

19,194

人件費 受益者負担

8,495一般財源等 19,194合計 一般財源等 成果指標について当初設定した計画値が達成できた合計 19,24319,243

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

受益者負担

8,495

人件費

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である補助金交付（通学費補助、通学用ヘルメット補助
スクールバス運転業務委託
路線バス通学補助（独自乗車証の交付及びバス乗車委託金の交付…美土里小、美土里中児童生徒の一部）

財源（千円）

一般財源等

○事業の趣旨は遠距離から通学する経費を補助することで、全
保護者の負担を平準化することであるため、事業自体は有効と
思われる。しかし各町で基準が異なるため、実質的に保護者負
担の平準化になっていない部分がり、検討が必要である。

○コストを削減することは、保護者負担の増に直結する。その
ため、保護者の理解や、行政負担額とのバランスが重要と思わ
れる。
○路線バスの独自乗車券発行（美土里小、美土里中）について
は、備北交通への委託金との関連もあることから、保護者負担
の増加にならない方法で見直しが必要である。
○政策企画課の支出する地方バス運行委託金と独自乗車券に伴
う委託金の整合性の検証及び整理が必要。

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない
効
率
性 人件費を削減しても、コストを削減することはできない

単位あたりコストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている ○

×

―

×

×

―

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

対　前　年　比

市民への情報提供を行っている市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

○車両等の運行等については、受託者としてNPO、地域振興組
織など、安心安全を確保しながら、従来の枠にとらわれない新
たな視点で活用形態の検討が必要である。―

―

合計

―

―

―

―

単位

人

人

対　前　年　比

140.00

－

単位

備 考
（指標の計算方法、算式等）

19,194

人

千円 千円

0.20

8,495 19,194

年度

通学費助成の適用を受けた児童・
生徒数
バス通学＋自転車通学

222名
－

22,124.69

130.00%

182.00

×

目標年度に目標を達成できそうである

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

×事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

合計

42.00

24年度
目的が達成できるような事務事業の内容である

×

今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

人 ×

25年度

実績値

計画値

コ ス ト 5,354,176

実績値 242.00

4,437,559

単位当たりコスト①

－

222.00

255.00

職員の能力開発のための対策は十分になされている

単位当たりコスト②

計画値

時間外勤務手当 千円

23年度

118.00

ヘルメット購入補助決定児
童・生徒数

241.00

通学費助成決定児童・生徒
数

合計

人

指　標　名　等

19,243

必要人員

19,243

0.25

活
動
・
結
果
指

コ ス ト

255.00

250.00

－

44.00 スクールバス利用の児童・生徒数

－

ヘルメット購入補助の適用を受け
た児童・生徒数　18２名

年度

283.00

8,495

－

250.00

担の平準化になっていない部分がり、検討が必要である。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

指　標　名

実績値

－

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
対象者確定率

単位

単位

単位 計画値

－

計画値

実績値

－

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

スクールバス利用児童・生
徒数

対　前　年　比

人

計画値

指
標

－

44.00

24年度23年度

スクールバス利用の児童・生徒数
美土里中学校　　　３８名
甲立小学校　　　　１１名

目標値
（目標年度）

－

補助対象と決定した児童生徒数／
対象とすべき児童生徒数

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

－

年度

172,232.12

5,683,660

33.00 49.00

6,800,000

年度

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する－

完了した

縮小して継続する

予算（大事業）名

②

解決できていない課題

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

改善項目

①

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

佐々木　　亮

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

186 教育委員会 教育総務課（通学助成事業）



年 月 ～ 年 月

0826

25 3

教育総務費

事務局費

10

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり 市民のニーズが適正に反映されている教育費
主な
関連

予算・
事業名

項

02

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

16

目
主要施策

平成

就学援助事業費中事業

大事業

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

就学援助事業

3 平成

施　 策 教育環境の整備

対　　　象
（誰のために）

小中学校児童生徒及び高等学校等の学生

187

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

学校教育総務費

担当部課

作成者氏名 （42）0049

款

教育委員会事務局　教育総務課

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている02

電話
大田　文子

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

チェック

○

○

○

×

×

備考欄（留意事項）

○学資金（市奨学金）の貸付事業については、他の貸付事業及
び債権回収事業と統合すれば、事務の効率化に繋がると思われ
る。

○来年度以降、生活保護基準の見直し等により認定基準の見直
しの必要があると思われるので、国等の動向を把握し対応する
必要があると考える。

×

国や県と重複のない事務事業である

01 ○

03

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

扶助費の支給（就学援助費、特別支援教育就学奨励費）
学資金の貸付（安芸高田市奨学金）

財源（千円）

 直接事業費 593

就学機会の確保

○

○

×合計

財源（千円）

直接事業費

人件費1,655

644 国県補助金等28,745

一般財源等 一般財源等

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

財源（千円）

単位あたりコストを削減することはできない

国県補助金等

一般財源等 成果指標について当初設定した計画値が達成できた

効
率
性

×

×内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 26,792

人件費

24年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

受益者負担

23年度

28,447

人件費 受益者負担受益者負担

30,751

1,695

合計 29,84730,440合計 27,803

30,751

30,751

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

コスト（千円）

事務事業の効果を適正に把握している

○

○計画値・目標値について設定しにくい分野ではあるが、市内
全児童
生徒の保護者に対し、本事業の目的等の周知徹底を確実に行う
必要がある。（扶助した額が確実に学校給食費の支払い等、児

当初予定した実施項目が達成できた

○

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

○

―

×

○

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

○

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

○償還事務について、今後償還義務者が増加し一部では滞納の
発生しておりさらなる滞納の増加を防ぐため、他債権の回収状
況など行政内の相互連携の継続的な緊密化が必要である。

○て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

10.00

―

×

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

平成２４年度
直接事業費　   1,111,679円
国庫補助金　　　432,000円

―

平成２４年度
直接事業費　 　23,897,235円
国庫補助金　　　　161,000円

×

○

合計

人 成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

―

市民への情報提供を行っている

専門性をもった人材を活用できている

―

○

×

○

―

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

計画値

コ ス ト

単位当たりコスト②

28,447

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

30,751

千円

28

今後の計画値
（計画年度）

－ 年度

0.20

単位当たりコスト①

349

290

合計

42.00

24年度

97.42% －

0.20

29,847

340.00

23年度

千円

30,440

人

330.00

37.00

特別支援就学奨励認定者数
47

就学援助認定者数

－

実績値

計画値

実績値

23,897,235

30.00

－

－－ 107.14%

－

7

合計

人

指　標　名　等

27,803

必要人員

時間外勤務手当 千円

活
動
・
結
果
指

30.00

－70,285.99

1,111,679

37,055.97

40.00

7.00 平成２４年度

30,751 必要がある。（扶助した額が確実に学校給食費の支払い等、児
童生徒の就学に対する援助費に充てられているか調査する必要
があると思われる。）

○ホームページ・広報等を利用し、情報提供をよりきめ細やか
に行い
周知を図る。

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

有
効
性

350.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

目標年度に目標を達成できそうである

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

年度

10.00

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
学資金返還収納率

計画値

実績値
就学援助認定率

単位

単位

収納額／返還請求額

奨学金審査会開催回数

－

－97.14

計画値

実績値 62.68 60.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値
学資金貸付者数

対　前　年　比

7

4人

指
標

実績値

単位当たりコスト③

1

－

7.00

1.00

23年度 24年度

－

－

－

0

1.00

7.00

2,886,000

1.00

412,285.71

175.00%

平成２４年度
直接事業費（貸付）2,886,000
円

97.48

予算（大事業）名

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

認定者数／申請者数

完了した

縮小して継続する優先的に継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

資源配分の方向性 佐々木　亮

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

－実績値 62.68 60.00 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

187 教育委員会 教育総務課（就学援助事業）



年 月 ～ 年 月

教育総務費

事務局費

事務事業の概要（Plan）

備考欄（留意事項）
教育委員会事務局　教育総務課 0826

（42）0049

○

○

耐震に係る調査は、所管にとらわれることなく実施でき事務事
業の統合は可能である。学校施設の耐震調査は、平成23年度
に完了している。

○

市以外が実施主体になりえない事務事業である

市民のニーズが適正に反映されている

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

―

―

国や県と重複のない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

チェック

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている２

電話
柿林　浩次

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

款

２

10

1

２

学校耐震化推進事業費

一般会計

教育環境の整備に要する経費

担当部課

作成者氏名

536

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

対　　　象
（誰のために）

学校施設管理者及び施設利用者

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

学校耐震化推進事業

教育環境の整備

○

×

○

×

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

9 平成

施　 策

教育費

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

目
主要施策

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

耐震補強工事の施工に併せ学校施設の改造工事を実施し、経費
の節減を行っている。

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

単位あたりコストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

受益者負担を検証している

当初予定した実施項目が達成できた

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

専門性をもった人材は、いない。

○

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

一般財源等 5,310

受益者負担

効
率
性

222,372

合計 414,452合計 62,784342,164 成果指標について当初設定した計画値が達成できた一般財源等

直接事業費

5,921

40,339一般財源等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

人件費 受益者負担受益者負担

336,243

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

408,097 374,113 国県補助金等

コスト（千円）

227,682

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費6,355

279,380

財源（千円）

 直接事業費 227,682

×

×

―

×

×

×

○

合計

×

○

○

○事務事業の効果を適正に把握している

○

安全安心な学校教育環境の確保
教育効果の高い学校施設、設備の整備

調査及び情報の集積
　耐力度調査事業、耐震化優先度調査事業、耐震診断業務、耐震工事設計業務、耐震工事の実施

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

目標年度に目標を達成できそうである

市立学校施設耐震化の状況を、安芸高田市ホームページに公表
している。

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

5,310

23年度

―

合計

156.00

414,452

90.00

―

－

合計

人

指　標　名　等

62,784

必要人員

342,164

70.00

1,016,190.00 －

－－

－

実績値

実績値

8,163,750

対　前　年　比

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○目的が達成できるような事務事業の内容である

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

24年度 25年度

有
効
性

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

95.00

コ ス ト

×

5,080,950

―計画値
耐震化Ｓ造診断進捗率

5

4

千円

－

2,040,937.50

人

千円

備 考
（指標の計算方法、算式等）

人

今後の計画値
（計画年度）

100.00

単位

件

0.75

40,339

―

129

5

0.70

耐震化２次診断進捗率
計画値 3

時間外勤務手当 千円

活
動
・
結
果
指

コ ス ト

単位当たりコスト②

件

単位

対　前　年　比

単位当たりコスト①

227,682

職員の能力開発のための対策は十分になされている

○

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市民への情報提供を行っている

専門性をもった人材を活用できている

○

×

市
民
参
画

２次診断対象棟数　24棟
内診断実施済棟数24棟
内耐震化済+耐震性有棟数11棟
（木造含む)

2次診断実施済　Ｈ19－0棟、Ｈ
20－0棟、Ｈ21－8棟、Ｈ22－
12棟、H23-4棟

年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

Ｓ造診断対象棟数　10棟
内診断実施済棟数10棟
内耐震化済棟数　3棟
耐震2次診断実施済　Ｈ19-0
棟、Ｈ20-0棟、Ｈ21-0棟、Ｈ
22-5棟　Ｈ23-5棟

9安芸高田市内小中学校の建築物

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

資源配分の方向性
継続する

改善により予算要求額変更内容改善項目

①

②

休止、廃止をする他事業と統合する

3

主務課長氏名

課題解決のための改善内容及び予算への反映

耐震改修工事を実施し、耐震化率86.50％とした。

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する優先的に継続する

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

佐々木　亮

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

年度

H26

86.50

120.81%

90.00

23年度 24年度

－

4,593,847.49

3 10.00

8 13

－

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
耐震化率

対　前　年　比

70.00

71.60

328,919,480

％

計画値

コ ス ト

95.00

年度

3

25年度

年度ごとの耐震化施工済み棟数

100.00単位
指
標

計画値

実績値

単位

　
　
成
果
指
標

単位

棟

単位

指　標　名

計画値

実績値

－

単位 計画値

実績値

耐震化実施済棟数

計画値
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

9安芸高田市内小中学校の建築物
の棟数全67棟
耐震改修が必要ない棟数　36棟
耐震改修実施棟数　Ｈ22-9棟、
Ｈ23-3棟　H24-10　計画棟数
Ｈ24-13棟、Ｈ25-3棟、Ｈ26
以降-3棟

H26 年度

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度

指標化できない成果

実績値
ｱｳﾄ

ｶﾑ

536 教育委員会 教育総務課（学校耐震化推進事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 23

施　 策 教育環境の整備

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

―

○

○

○

○

×

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

給食事業

4 平成

学校給食費

給食センターの運営に要する経費

対　　　象
（誰のために）

市立の幼稚園、保育所の3歳以上の幼児及び保育士。
市立の小・中学校の児童・生徒及び教職員。約3020人。

一般会計

549

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

保健体育費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（52）7111

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

給食センター運営事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
吉川　隆

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

学校給食検討委員会の答申結果を踏まえて、センター建設に
至っており、平成23年4月から本稼働している。

款 10

国や県と重複のない事務事業である

6

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

18,610

800

18,642

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

×

183,060

○

合計

×

×

×

―

○

○

×

183,060

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 186,344

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

安全・安心で子どもたちが楽しみにする「おいしい給食」を、日々安定的に提供する。
食材は、地場産物を積極的に活用する。また成長期にある子どもたちが、「食」に関する知識と能力を総合的に身につける
ことができるよう食育活動を推進する。

1.安全・安心で子どもたちの喜ぶおいしい給食の提供を基本に、1日約3,020食を調理し配送する。
2.広島北部農協や安芸高田アグリフーズと連携し、地場産物の活用に積極的に取り組むとともに、食への理解を深めるため
「食育指導」を実施する。
3.適切な設備・施設管理を行い、効率的で衛生的な事業運営をする。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等179,033 1,688

183,060一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 204,154204,954 一般財源等 197,675

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

195,987

成果指標の達成に向けて、日々数値を管理してきた。引き続き
目標達成のため取り組む。実績としては、地場産物の使用回数
は対前年比122.15％上昇し、地場産物の活用率は、平成２４
年度の計画値38.0％を超え38.2％になった。また、残食量に

センター化することによって、一定のコスト削減はできている
が、他市町との比較も検討していきたい。また、施設管理経
費・アグリへの調理・配送業務委託料（平成26年度まで）・
入札方法（教育総務課と一括契約）の見直しを検討していきた
い。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

○

×

合計

○

○

183,060

給食一食当たりのコストを計算す
る。
年間運営経費（直接事業費）÷年
間給食提供数

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

円

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

183,060

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

月別の地場産物使用食品数を食材
ごとにカウントする。
地場産物=安芸高田市+広島県産の
産物

年度H26

人

千円

H261,165.00

2.20

単位当たりコスト①

97.16% －

31.00

計画値

－

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

合計

457.00

24年度

307.03

－

750.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

298.30

地場産物使用回数
750.00

一食当たりコスト

－

実績値

計画値

122.15%

－

405.00

合計

人

指　標　名　等

204,154

必要人員

204,954

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

1,423.00

1,450.00

246.95

30.00 30.00 栄養教諭、栄養士が市内の給食提

197,675

246.95

－

2.20

195,987 年度の計画値38.0％を超え38.2％になった。また、残食量に
ついては、前年度に比べ992kｇ減少した。

児童・生徒以外にも、情報発信の意味で、積極的に視察や試食
会を開催している。

×

246.95

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

kg
残食量

計画値

実績値
地場産物の活用率

指
標

単位

単位

2,652.00

－

－

4,258.00

39.00

年間残食量計画値

実績値

5,304.00

6,315.00 5,323.00

－

31.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値
食育指導回数

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

－

36.10 38.20

32.00 38.00

－

30.00

23年度 24年度

30.00

30.00

100.00%

30.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

栄養教諭、栄養士が市内の給食提
供施設を訪問し、食育指導を行
う。出向いた回数をカウントす
る。

目標値
（目標年度）

年度

品目ベース
地場産食品数÷全体食品数

－

H26 年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

給食センターの施設について多額の修繕費が急に発生しないよう
に、定期的な点検等により問題個所の早期発見を行う。

解決できていない課題

食育の推進のため、地場産野菜の年間を通した安定的な確保。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

佐々木　亮

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

kg

指標化できない成果

－実績値 6,315.00 5,323.00 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

549 教育委員会 教育総務課（給食事業）


